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第１章 調査団派遣概要 
 

１－１ 調査の目的 

 JPCM（JICAプロジェクト・サイクル・マネージメント）手法に基づき「評価５項目による分

析」を通じて５年間のプロジェクトの評価を行うとともに、プロジェクト終了へ向けての対応

および終了後の対応について検討・提言を行う。 

 なお、本評価調査はパプア・ニューギニア側調査団と合同で実施した。 

 

１－２ 調査団業務内容 

 (1) 以下の５項目の観点から評価分析を行う。 

   1) 目標達成度 

   2) 効果 

   3) 実施の効率性 

   4) 計画の妥当性 

   5) 自立発展性 

 (2) プロジェクトの終了へ向けて取り組むべき課題について提言する。 

 (3) プロジェクト終了後の対応についてプロジェクトおよびパプア・ニューギニア政府関係

機関と協議する。 

 (4) その他、必要に応じた業務を行う。 

 

１－３ 団員構成 

   （氏名）    （担当）          （所属） 

  藤井 智之  団長・総括／森林生物  森林総合研究所企画調整部海外森林資源保全研究チーム長 

杉村  乾  森林経営       森林総合研究所林業経営部資源計画科環境管理研究室長 

正木  隆  造林         森林総合研究所東北支所育林部育林技術研究室主任研究官 

大西 亮真  計画評価       国際協力事業団林業水産開発協力部林業技術協力課 

井口 次郎  評価分析       株式会社パデコ コンサルティング本部プロジェクト 

コンサルタント 
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１－４ 調査日程 

    11月６日（土）～11月19日（金） 14日間 

月日(曜日) 活動予定 宿泊地 

11月6日(土) 移動（東京→） 機内 

７日(日) 移動（→ケアンズ→ポートモレスビー） ポートモレスビー 

８日(月) 
JICAパプア・ニューギニア事務所打合せ、国際援助局・森林公
社表敬 
移動（ポートモレスビー→レイ） 

レイ 

９日(火) 森林研究所視察、関係者に対する終了時評価手法の説明 レイ 

10日(水) 
日本人専門家によるプロジェクト活動報告、カウンターパートに
よる成果発表 

レイ 

11日(木) プロジェクト関係者および相手側実施機関との協議 レイ 

12日(金) 関係者との協議、プロジェクト・サイト視察（Mare、Oomsis) レイ 

13日(土) プロジェクト・サイト視察（Finschhafen) レイ 

14日(日) 移動（レイ→ポートモレスビー） ポートモレスビー 

15日(月) 終了時評価レポート（ミニッツ案）作成 ポートモレスビー 

16日(火) ミニッツ案協議・署名、JICAパプア・ニューギニア事務所報告 ポートモレスビー 

17日(水) 在パプア・ニューギニア日本大使館報告 ポートモレスビー 

18日(木) 移動（ポートモレスビー→ケアンズ） ケアンズ 

19日(金) 移動（ケアンズ→東京）  

 

１－５ 主な面談者 

計画・監理省海外援助調整部 

Marianna Ellingson   第一補佐 

 

森林公社 

Thomas Nen  Managing Director 

Dike Kari   General Manager 

 

パプア・ニューギニア側評価調査団 

 Osia G.Gideon  パプア・ニューギニア大学  

 Kulala Mulung  パプア・ニューギニア工科大学  

 John Kol   計画・監理省 
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森林研究所（FRI） 

 Sam Nalish   次長 

 

在パプア・ニューギニア日本大使館 

   田中 辰夫  特命全権大使 

   清水 一郎  一等書記官 

 

JICAパプア・ニューギニア事務所 

 岩崎  薫  所長  

 神内  圭  所員  

 

森林研究計画フェーズⅡ長期専門家 

 古越 隆信  リーダー 

 吉田  恭  業務調整 

 石橋 暢生  森林経営 

 安部 仁文  造林 
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第２章 プロジェクト全体評価 
 

 調査団は、PCM（プロジェクト・サイクル・マネージメント）手法に基づき、本プロジェクト

全体の評価を実施した1。以下に、評価計画、調査結果、考察および評価５項目の結論を記す。 

 

２－１ 評価計画 

(1) 評価サマリー 

 評価サマリーは、評価を実施する際の基礎となるもので、PDM（プロジェクト・デザイン・

マトリックス）の「プロジェクトの要約」のうち、「活動」を除き、かわりに「投入」を入れ

た一覧表である2。本評価調査の基礎とした評価サマリーを資料２の表１（p.46）に示す。 

 本評価サマリーは現行PDMをもとに作成されたが､ 評価上より適切なものとするため、資

料２の表１に示すとおり多少の修正を加えた3。 

 

(2) 調査項目 

 PCM手法による評価では、評価５項目に沿って具体的な調査項目を決定する。評価５項目

のそれぞれは、評価サマリーに対応している。資料２の表２～６（p.47～51）に示すとおり、

評価サマリーに基づき、評価５項目それぞれについて本評価調査における具体的な調査項目

を設定した。 

 

(3) 評価デザイン 

 上記調査項目に対応したデータ収集方法を決定した。 

 評価５項目、それに対応した調査項目、データ収集方法をまとめた評価デザイン（評価調

査計画）を資料２の表７（p.52）に示す。なお、これは評価調査の計画であり、実際に調査

を実施したところ、リストしたデータのなかには入手できないものもあった。これらについ

ては現地で代替するデータを判断し、それらを収集した。 

                             
１ PCM手法による評価の方法は、ここ数年改善されてきている。今回の調査では、その最新版テキスト（1998
年３月発行）に基づき、評価を実施した。このため、過去のPCM手法によるプロジェクト評価事例との間に、
評価方法について多少の相違がみられる。 

 
２ PCM手法による評価では、プロジェクトによって達成された結果に注目するため、プロジェクトの実施過程
である「活動」は直接の評価対象にはしない。 

 
３ 現行PDMは、1997年6月に巡回指導調査団とパプア・ニューギニア側により作成され、両者が合意したもので
ある。評価の際には、プロジェクト実施途中での変化に対応した評価用PDM（PDME）を作成する場合もある。
ただし、今回は評価するうえで現行PDMにおおむね問題がないと判断し、現行PDMの変更はせず、評価サマ
リーを多少変更することで対応した。 
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２－２ 調査結果 

 評価デザインに沿って調査を実施したところ、設定した各調査項目に対し、資料２の表８

に示す結果が得られた。 

 

２－３ 考察 

(1) 効率性 

PDMにある三つの成果の達成度についての調査結果を、資料２の表８の調査項目１－１～

１－９（p.56～63）に示す。これらの調査項目については、文献資料、調査団による一般的

観察、日本人専門家およびカウンターパートへのアンケート・インタビューにより調査され

た。ごく一部のカウンターパートからは特定の成果が達成されていないという回答が得られ

たが 1、総合的にみると、諸成果はプロジェクト終了までにほぼ達成されると評価される。 

また、本プロジェクトでの投入が諸成果を達成するうえで適切であったかどうかは、調査

項目１－10～１－16（p.64～70）に示す。調査結果によれば、全体的におおむね適切であっ

たと評価される。 

ただし、プロジェクト開始当初の２年間、短期専門家の派遣が遅れ、彼らのカウンターパ

ートに対する技術移転もまた遅れた。また、 プロジェクト初年度に実施したカウンターパー

ト研修は視察的な傾向が強く、研修において本格的な技術移転が実施されるようになったの

は、プロジェクト中盤からであった。「自立発展性」について後述するように、一部のカウン

ターパートは、みずからがプロジェクト終了後研究活動を発展させるに十分な訓練を受けて

いないと認識している。その原因のひとつは、このような短期専門家派遣や研修での技術移

転の遅れと思われる。 

 以上の考察から、投入の適切さに多少の問題はあるものの、本プロジェクトの効率性は高

いと評価される。 

 

(2) 目標達成度 

プロジェクト目標の達成度についての調査結果を､ 表８の調査項目２－１～２－３（p.71）

に示す。調査結果によれば、現状としてFRIにはほぼ必要な人数の有能な研究者がいる。プロ

                             
４ 本調査では、専門家やカウンターパートに対するアンケート・インタビュー結果を評価のためのデータとし
て使用した。しかし、個人に対するアンケート・インタビューは回答者の個人的意見や誤解によりバイアス
がかかる危険がある。この点に配慮し、アンケート・インタビュー結果のみならず他のデータ（調査団自身
による観察、文献）もあわせて、総合的に評価に至る考察を行った。その際、他のデータに照らして有意性
の低い回答については、考察から除外している。たとえば、調査項目１－１「試験林や研究機材の設置・保
守の程度」について１名のカウンターパートが「まったく達成されていない」と回答しているが、回答に付
されたコメントから、本プロジェクトで投入した機材ではなくフェーズⅠで投入された機材についての質問
と回答者が誤解していると思われるため、この回答の有意性は低いと判断した。 
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ジェクト期間中、各研究小課題のプログラムリーダーは、それぞれの小課題の研究者を指導

してきた。彼らはJICAが供与した施設と機材を活用し、研究成果を発表する能力を身につけ

た。また、施設と機材は、十分に提供され、活用のために維持管理されている。 

ただし、本プロジェクトのプロジェクト目標は「森林研究所が持続可能な森林経営に関す

る研究を自立的に実施する基盤が形成される」ことである。「自立発展性」については後述す

るとおり、森林公社およびFRIの組織的な不安定さから、本プロジェクトで育成された研究員

がFRIで適切な職位にとどまることは保証されておらず、したがって研究基盤が自立的なもの

であるかどうかは疑問である1。 

以上の考察から、研究基盤の自立性に問題はあるものの、現時点での人材と研究環境をみ

る限り、プロジェクト目標はほぼ達成されたと評価できる。なお、調査項目２－４～２－６

（p.71～72）に示すとおり、このようなプロジェクト目標の達成はプロジェクトの諸成果に

よるものである。 

現行PDMではプロジェクト目標達成の指標として、「一定数の研究者の育成」と「研究環

境が整う」ことが設定されている。上記のとおり、これらの指標によれば、プロジェクト目

標はほぼ達成されたと評価できる。しかしプロジェクトの実施を通じて、研究者の育成、研

究環境の整備、ならびに研究活動全体を適切に計画・実施・評価するためのFRIの研究管理能

力の育成が、プロジェクト目標達成の必要条件として明らかになってきた。過去の組織改革

により、研究管理にかかわる情報が蓄積されにくかったことから、現状ではFRIの研究管理能

力は十分でない。 

 

(3) インパクト 

上位目標に対する本プロジェクトの貢献についての調査結果を表８の調査項目３－１

（p.73）に示す。これまでのところ、本プロジェクトから上位目標に対する明らかな貢献は

ないが、今後貢献があるものと予想される。プロジェクトの結果として、天然林および二次

林の生態学的条件が解明され、人工林造成において早生樹種の効果が明らかになった。また、

収穫予想が技術的に可能になった。これらの研究成果は、森林資源の持続可能な管理のため

の指針策定に直接に貢献することとなると予想される。 

スーパーゴールに対する本プロジェクトの貢献についての調査結果を表８の調査項目３－

                             
５ プロジェクト目標とは、「プロジェクト終了時に達成が期待される目標」であり、その達成度はプロジェクト
終了時点に客観的に検証可能な指標で評価される。しかし、本プロジェクト目標にある「自立的」とは、研
究基盤がプロジェクト終了後も維持され発展することと理解される。また、何をもって「自立的」とするの
かという客観的な指標はPDMには示されていない。プロジェクト終了後にプロジェクトの効果が持続するこ
とについて、このような形で記述することはPDMとしては適当ではないと思われる。なお、プロジェクト終
了後のインパクトの持続性は目標達成度としては評価しないが、自立発展性として評価される。 
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２、３－３（p.74）に示す。今後、本プロジェクトの研究成果は、パプア・ニューギニアに

おける広範な啓蒙普及活動の実施（スーパーゴール）に貢献すると予想される。 

本プロジェクトの実施による予期されなかったインパクトについての調査結果を表８の

調査項目３－４（p.75）に示す。調査の限りでは、予期されなかった負のインパクトは認め

られない。予期されなかった正のインパクトとしては、パプア・ニューギニア国立気象課が、

本プロジェクトの試験地において記録された気象データを利用する計画を進めていることが

ある。また、本プロジェクトのカウンターパートの一部はFRIを離職し、森林研究にかかわる

その他の学術研究機関で研究を行っている。プロジェクト自体の効率性という視点からは、

プロジェクトで育成された研究者がFRIを離れることは否定的に評価されるが､ 彼らがプロ

ジェクトを通して得た技術が他の組織を通じてパプア・ニューギニアの持続的森林管理に貢

献することは、予期しない正のインパクトとして評価される。 

以上の考察から、本プロジェクトには正のインパクトが認められると評価される。 

 

(4) 妥当性 

本プロジェクトの諸目標（「プロジェクト目標」「成果」「上位目標」「スーパーゴール」）が

パプア・ニューギニア政府の開発政策に合致しているかどうかについての調査結果を、表８

の調査項目４－１（p.76）に示す｡ パプア・ニューギニア憲法には５つの基本的な国家目標

が定められている。その4番目には、天然資源と環境の保全が定められている1。また、1991

年に策定された国家森林政策、および1993年に策定された国家林業開発ガイドラインには、

それぞれ森林研究の重要性と、その実施におけるFRIの役割が明記されている。以上のことか

ら、本プロジェクトの諸目標は、パプア・ニューギニアの開発政策と合致していると評価さ

れる。 

本プロジェクトの諸目標がターゲットグループ（FRI）のニーズに合致しているかどうかに

ついての調査結果を表８の調査項目４－２（p.76）に示す。アンケートに対し、FRIの代表と

して副所長が「大変合致している」と回答している。 

本プロジェクトの諸目標が日本政府の援助政策に合致しているかどうかについての調査結

果を、表８の調査項目４－３（p.76）に示す。JICAの国別援助実施計画によれば、環境資源

の保全と持続的な利用・開発は援助の最重点分野のひとつとなっている。 

                             
６ その他の国家目標は以下のとおり。 
(1) 総合的人間開発 
(2) 平等と参加 
(3) 国家主権と自助 
(5) パプア・ニューギニア・ウェイ 
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以上の考察から、本プロジェクトの妥当性はきわめて高いと評価される。 

 

(5) 自立発展性 

本プロジェクトの制度面での自立発展性についての調査結果を表８の調査項目５－１～５

－４（p.77～79）に示す。 

先に「妥当性」について述べたとおり、本プロジェクトの諸目標はパプア・ニューギニア

の開発政策に合致しており、パプア・ニューギニアは政策的にFRIを支援する姿勢にある。し

かし調査項目５－１（p.77）に示すとおり、行政レベルでは、政策に沿って十分な支援が行

われているとは言いがたい。特に大きな問題は、政府におけるFRIの組織的な位置づけが安定

しないことである。中央政府の1999年度予算案に伴い、森林公社の組織は再編された。その

結果、1999年４月にFRIの組織的な位置づけは変更され、本研究所はFRIではなく森林公社森

林管理課となった。調査項目５－２（p.77）に示すとおり、新組織でもこれまでとほぼ同じ

数の職位が確保されたが、組織改編に伴って一部のカウンターパートが異動・離職し、プロ

ジェクト活動に一時的に影響が出た。 

プロジェクト終了後に大きな組織改編がなければ、カウンターパートはFRIに残ると思われ

る。逆に組織的に安定せず今後も大きな組織改編が起これば､ FRIは本プロジェクトで確立さ

れた研究基盤を自立的に維持できない。今回の組織改編以後、森林公社全体の研究員と技術

職の職位は減少する傾向にあり、FRIの組織的な位置づけについての見通しは不透明である。 

また、関連する関連政府機関、 国際援助機関との連携は制度面での自立発展性に影響する。

調査項目５－３（p.78）に示すとおり、現在、国際機関によりいくつかの林業関連協力事業

が計画・実施されている。ただし、いまのところ、本プロジェクトの研究成果の一部がITTO

による協力事業に利用されていることを除けば、本プロジェクトとこれらの事業の間にはほ

とんど関連がない1。 

さらに、制度面での自立発展性について、研究活動全体を適切に計画・実施・評価するた

めのFRIの研究管理能力の不足が大きな問題となっている。調査項目５－４（p.79）に示すと

おり、FRI副所長は十分な研究管理能力があると認識しているが、本調査団員や日本人専門家

の判断によれば、それは不十分である。研究管理についていまだ確立した規定がなく、また

過去の組織改編により研究管理にかかわる情報が蓄積されにくかったためである。そして、

                             
７ 他の事業との連携は、本プロジェクトの制度面での自立発展性を高めるものと期待されるが、連携には十分
な配慮が必要である。なぜならば、本プロジェクトによって確立されたFRIの研究基盤はパプア・ニューギニ
アにおける森林研究の根幹となるものであるが、後述するようにFRIはその研究活動全体を計画・実施・評価
するための研究管理能力を十分に有していないからである。研究管理についての全体的な視点を欠いたまま
他の協力事業にFRIの人材・施設などの資源を配分することは、本プロジェクトで確立された研究基盤の維
持・発展の障害となる恐れもある。 
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上記のとおり今後も組織改編の可能性があるため、所長など幹部職員の交代により研究管理

の方針が大きく変化する可能性がある。 

以上のことから、本プロジェクトの制度面での自立発展性は低いと評価される。 

本プロジェクトの財務面での自立発展性についての調査結果を、表８の調査項目５－５

（p.79）に示す。プロジェクト開始以降、国家予算からFRIに対して毎年ほぼ同額の予算が配

分された。しかし、1997年以降はパプア・ニューギニアの現地通貨（キナ）の為替レートが

低下し、同じ金額でも実質購買力が低下してきている。また1999年にFRIへの予算は前年度比

１割強減少した。このため、FRIはプロジェクト開始当初に比べて厳しい財政状況にある。 

本プロジェクトの技術面での自立発展性についての調査結果を、表８の調査項目５－６～

５－11（p.80～82）に示す。それぞれの研究課題における個別の研究活動は継続すると予想

される。しかし注意すべきは、多くのカウンターパートはプロジェクト終了後にみずから研

究を発展させていけるだけの技術を十分に得ておらず、日本側からのさらなる技術移転が必

要だと認識していることである。 

以上の考察から、本プロジェクトの自立発展性は低いと評価される。 

 

２－４ 結論 

(1) ５項目の結論 

   上記の考察から、評価５項目それぞれについての評価は資料２の表９（p.84）のようにま

とめられる。 

 

(2) 補足：現行PDMの問題点 

評価調査を通じて､ 現行PDMに示される本プロジェクトの計画そのものについての問題

が明らかになった。 

現行PDMにおいて、本プロジェクトの「成果」は以下のように設定されている。 

（以下の内容は、６つの各小課題について判断する） 

・持続的森林経営の分野において上位目標を実現するのに必要なレベルの技術を身につけた研

究者が、森林研究所において育成される。 

・持続的森林経営の分野において上位目標の実現に資すると思われる研究成果、研究手法、標

準的な研究システムやデータベースなどが、森林研究所において構築される。 

・持続的森林経営の分野において上位目標の実現に資すると思われる試験林や研究機材などが、

森林研究所において整備される。 

 

成果の項目は３つとなっているが、冒頭に「以下の内容は、６つの各小課題について判断
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する」とある。したがって、６つの小課題すべてに３つの成果があるため、成果として設定

されている内容は、実際には18項目にも及ぶ。これは、PDMの内容としては煩雑である1。こ

の煩雑さが、本評価調査の評価計画策定において問題となり、先述のとおり評価サマリーに

変更を加える必要があった。 

成果には、プロジェクト目標達成のための必要十分条件（外部条件を除く）が記述される

必要がある。この必要十分条件がすべて含まれている限り、成果はどのように項目分けして

もよい2。しかし、現行PDMでは、「人材育成」「研究手法確立」「試験林・機材の設置」とい

う技術移転の諸段階と６つの研究小課題と、両者による項目分けをしているために煩雑とな

っている3。 

技術移転の諸段階、あるいは６つの研究小課題のどちらか一方で成果の項目分けをすべき

である4。 

今後、プロジェクト目標の完全な達成や自立発展性の向上のために本プロジェクトのフォ

ローアップが同様の諸目標のもとに実施されるのであれば、上記の諸課題に応じた計画の修

正が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
８ PDMでは、目標や成果を明確に設定することが求められる。また、PCM手法導入の利点として、計画の透明
性の確保と利害関係者間のコミュニケーションの促進がある。このため、PDMは簡潔に記述されることが求
められる。一般的に成果は３～６項目にまとめられている。 

９ FASIDが実施する「PCM手法評価・モニタリングコース」では、このことを「パイを縦に切っても、横に切っ
ても、全体として１枚のパイであればよい」というたとえで説明している。 

10 上のたとえでいえば、パイを縦に３つに切ったうえに、横に６つに切ったといえる。 
11 「人材育成」「研究手法確立」「試験林・機材の設置」という技術移転の諸段階で成果を分ければ、林業専門
家以外にも成果の内容がとらえやすく、計画の透明性は高くなる。他方、成果の指標が、たとえば「人材は
育成されたか」という定性的なものとならざるを得ず、客観的な検証可能性に欠ける。また６つの研究小課
題別に成果を分ければ、成果の指標は、たとえばある研究技術について「実験が実施できるようになったか」
という客観的に検証可能なものとなるが、林業専門家以外には成果の内容はとらえにくいであろう。 
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 第３章 課題別評価 
 

３－１ 天然林の持続的経営 

(1) 育林技術の研究 

 1) 活動の実施状況 

Laeの西約40kmの地点、Oomsis地域に、1995年11月、100haの展示林が設置された。そし

て、強、中、弱度の３段階の択伐が行われた後の調査が定期的に行われている。他方、1996

年３月にKupianoに設定された100haの展示林は、1997年エルニーニョの影響による火災で

焼失し、現在調査は中断されている。Oomsis展示林における調査は順調に進み､データの

解析も進んでいる。これらは、合計４編の学術論文、３編の技術研修にかかわるレポート、

２編の中間報告書にまとめられている。また、９編の口頭発表がセミナーなどで行われた。 

 さらに、1997年８月、Finschhafenの南西約15km、Mongi Busigaに２つの試験区（おのお

の１ha）が設定された。ひとつは1998年８月から11月にかけて択伐が行われたが、もうひ

とつは交渉によって伐採が行われないことになった対照区である。そして、1999年の２月

から伐採の影響を評価するための調査（上木と稚樹の胸高直径と樹高､ 伐採木の位置と枯

死を記録）が開始されている。対照区では伐採や火入れの記録はないが、陽樹であるPometia 

sp.が林冠を構成する優占種のひとつであることから､二次林である可能性が高い。なお､当

地では伐採業者のほかにSGSというスイスのコンサルティング会社がモニタリング調査を

行い､ FSC(森林認証制度)に基づく森林管理が行われていることを確認している。 

 本課題では､ 延べ５名の短期専門家が派遣され､２名のカウンターパートの研修が日本

で行われた。 

 

 2) 成果の達成見込み 

 展示林が造成され、調査技術の移転も順調に進んだ。すでにいくつかの論文や報告書が

まとめられており、調査技術の移転という点では、期間内に成果は達成される見込みであ

るといえる。育林技術を確立するためには､ 今後も調査を継続する必要がある。Finschhafen

の展示林は設定後の年月が短いが､ コンサルティング会社との情報交換も行えば、多くの

情報が集められると期待される。Oomsisについては、調査期間が４年にわたっているので、

今後も調査が継続されれば育林技術の確立に貢献する可能性は十分ある。しかし、今回の

評価で、調査プロットがさまざまな立地条件をカバーしているかどうかを確認することは

できなかった。ゴゴル地域では1970年代からJANT社が天然林の択伐を試行錯誤的に行って

いる。さまざまな条件での育林技術の確立には、双方の情報交換も重要である。 
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3) 目標達成度  

これらの調査は、土地所有者や伐採業者との交渉、必ずしもよくはない治安、短期専門家

の派遣の遅れといった状況のなかで進められてきた。この点を考慮に入れると、サンプルプ

ロットの設定方法やプロット内の植生調査法などの調査手法に関する基礎的な技術の移転

は十分であったと評価された。また、調査プロットもよく維持されている。しかし、天然林

の持続的経営のための育林技術の確立という目標を達成するためには、さらに長期的に調査

を継続しなければならない。今後は、択伐後、さらに樹木が成長し、あるいは樹種が交代す

るといった生態系の遷移が進んでいく過程で、より長期的なデータについての解析技術を移

転していく必要がある。 

 

 4)  実施の効率性 

土地所有者や伐採業者との交渉や短期専門家の派遣の遅れといった状況のために、調査

技術の移転は遅れたが、限られた期間内に効率的に行われたといえる。また、展示林の設

置と継続調査はKupiano展示林が消失するまでは順調に進んでいた。Kupiano展示林の継続

調査は不可能になったが、プロジェクト終了前にFinschhafenの調査プロットの設定および

調査が進んだことは効率的であった。研究の継続に十分な調査技術が移転できたことから

最終的な結論は、森林研究所のスタッフが調査をどれだけ持続できるかにかかっている。 

 

(2) 森林管理と水土条件 

 1) 活動の実施状況 

本研究のカウンターパートは４名で、その目的のひとつは森林植生と土地利用形態別土

壌調査を行い、森林土壌と生態に関する研究の基盤を築くことである。これに関しては、

すでに17カ所で38の土壌断面の調査が完了した。また、土壌の化学性の分析も終了してい

る。研究手法の移転は順調に進んでいるものと考えられた。ただし、化学分析はカウンタ

ーパートの日本での研修時に行われたものであり、今後FRIで分析がスムーズに行われる

かどうかが研究基盤としての鍵になってくる。1998年度供与機材としてNCアナライザーや

原子吸光分析器などの土壌分析機材がFRIに供与されたものの、それらはカウンターパー

トが日本で用いたものとは異なる機材であり、カウンターパート側に若干の違和感がある

かもしれない。さらに、分析装置のメンテナンスが自前でできるようになることも真の意

味での技術移転として必要であるが、それに関しては現時点では不明である。 

 本研究のもうひとつの目的は、商業伐採が森林の水土条件に与える影響を解析すること

である。これに関しては、Finschhafenの展示林を兼ねた試験区で1997年から研究が開始さ

れている。1997年の巡回指導の段階では皆伐に伴う土壌の変化を解析するはずであったが
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調査の効率を考慮して、択伐の行われたFinschhafenの展示林で試験が行われている。２

haの試験地内で毎木調査、リタートラップやシードトラップ、リターバッグなどによる、

落葉の分解過程に関する研究が順調に進行中であり、1997年の巡回指導調査団の提言に従

って、物質循環や水質の問題に手をつけずに土壌の変化に焦点を絞った形で進められてい

る。その一方で、現在蓄積されつつあるデータを今後どのように生かしていくか、という

ことに関するビジョンや方法論はあまり明確でないように感じられた。また、データを解

析して定量的な結果として演繹する技術に関しては、十分に移転されたとは言い難い。

「伐採に伴う土壌の変化」「各地で造林木を決定するための土壌情報の整理・充実」など

といった現場への応用は、これからの課題である。 

 本課題を通じて、11編の論文が発表され、またセミナーなどでも16の発表が行われた。

１名のカウンターパートは日本での研修を受講した。短期専門家は延べ７名派遣され、長

期専門家とともに研究推進に十分な役割を果たした。 

 

 2) 成果の達成見込み 

 土壌調査に関する報告書はプロジェクト期間内に出版される予定である。また、さらに

２名が研修受講予定である（１名は第三国研修）。どちらの課題についてもプロジェクト

期間内に中間報告書が出版される予定であるが、一方で、データの解析・分析手法などに

関しては、期間内に十分な成果が得られない可能性がある。今後のフォローが必要かもし

れない。 

 

 3) 目標達成度 

 ４名のカウンターパートは研究手法をほぼ会得した。また、多少の問題があるものの、

化学分析機材の整備も進んだ。前述のようにやや不安定な感があるものの、森林土壌に関

するFRIでの研究基盤はほぼ整備されたと考えられる。 

 

 4) 実施の効率性 

｢３－１(1) 育林技術の研究｣において設置された展示林を本研究で利用するなど、でき

る範囲内でプロジェクトの達成効率をあげていたことは評価できる。今後この試験地は、

パプア・ニューギニアにおけるさまざまな事業の「コントロール」として重要な役目を果

たすものと考えられる。今後、パプア・ニューギニア全体の土壌特製図や商業伐採の土壌

への影響の事前評価、住民への環境教育マニュアルなどへの応用が可能になってくるだろ

う。また、将来は防災関係の研究への発展も期待できる。 
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３－２ 人工造林 

(1) 適正造林樹種の研究 

  1) 産業造林用樹種の選択  

 a) 活動の実施状況 

 本研究は、実用造林に適する樹種の開発を行うために、郷土樹種の初期成長データを

求めるものである。カウンターパートは２名（途中で１名交代）であった。1997年に調

査地として、Mt.Hagenに1.32haの植栽試験区が設置された。この場所はHighland地方営

林局管内Kagamuga林業事務所の苗畑およびユーカリ伐採跡地を借用したものである。現

在までに14樹種の植栽が完了しており、初期成長に関するデータが得られている。成果

として１編の論文が出版され、セミナーにおいても３編の発表が行われた。 

 

 b) 成果の達成見込み 

 プロジェクト期間内に論文がもう１編出版される予定であり、中間報告書も出版され

る。現在のところ14種の植栽だが、最終的には16種の植栽試験区となる予定である。デ

ータの採取は順調に進んでおり、いままでわからなかった高地郷土樹種の初期成長デー

タが徐々に明らかになってくるであろう。 

 

 c) 目標の達成度 

 カウンターパートは日本での研修を受講した。調査の半分はカウンターパートによっ

て行われ、論文もカウンターパートが作成したものである。現在までのところ、試験区

も確実にメンテナンスが行われている。今後、FRIだけで同様の研究を進めていくこと

が十分に可能であり、本件における技術移転はほぼねらいどおりに達成されたと考えら

れる。 

 

 d) 実施の効率性 

用地問題を解決し、現在みられるような成果を得たことは評価できる。長期専門家の

派遣の遅れ、調査地が遠隔地にあることなどの当初からの不利を克服して一定の成果を

あげたことは、特筆すべきことであろう。このまま研究が順調に進めば、高地郷土樹種

の成長データは近い将来に出揃うであろう。だが、それでもまだ十分とはいえない。こ

の課題で明らかになった成長のデータは、たった１カ所での調査によるものである。他

の場所で植えたときにも同様の結果がみられるかどうか、ということに関するデータは

ない。いずれにしても、この植栽試験はパプア・ニューギニアで初めての試みと考えら

れ、画期的であったと思われる。いずれは、本課題で移転された技術と育種部門（後述）
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で移転された技術を結びつけて、総合的な造林技術を発達させることも可能になるであ

ろう。 

 

 2) 造林樹種の材積表作成 

 a) 活動の実施状況 

マダン郊外にあるJANT社の人工造林地内に設定した調査地で収集したデータおよび

JANT社から提供を受けた資料を用いて、パプア・ニューギニアの主要な産業造林樹種６

種、Acacia mangium, Pinus oocarpa, Ochroma lagopus, Eucalyptus robusta, Eucalyptus 

grandis および前２種（Eucalyptus spp.）の交配種について材積表が作成され、印刷公表

された。これらの作業を通して、材積表作成に必要な野外調査手法、データベース作成

手法、統計的解析手法などが技術移転された。 

 また、Acacia mangiumのデータを用いて林分収穫表作成に必要な野外調査手法、地位

指数曲線の作成ならびに収穫表の調整方法について、技術移転が行われた。ただし、JANT

社がAcacia mangiumを主として８年で伐採しているため、９年生以上のデータが不足し

ている。したがって、作成された林分収穫表は現段階では暫定版である。 

 本課題では､ 森林経営の短期専門家１名が派遣された（1999年７月）。また、セミナ

ー発表１編と機材供与（コンピューターおよびソフトウェアのインストール）が行われ

た。コンピューターと入力されたデータベースは適切に維持管理されている。 

 

 b) 成果の達成見込み 

 材積表作成に必要な野外調査手法と統計的解析手法が技術移転された。そして、６樹種

の材積表が印刷公表され、さらに３樹種（Pinus patula, Pinus strobus, Terminalia brassii）

についても印刷公表される予定である。また、プロジェクト終了までに、材積表のための

野外調査ハンドブックと材積表作成マニュアルが発行される予定である。林分収穫表につ

いては、９年生以上のデータが不足しているため、暫定版である。さらに、成長曲線回帰

に関する統計的取り扱いについても、カウンターパートが研修期間内に完全に習熟ができ

なかったことなどの事由から、技術移転はまだ十分ではない。しかし、カウンターパート

が今後不足している資料の収集を行ったうえで、改めて最終的な収穫表を作成する意思が

あることが確認されている。特に、JANT社は1970年代から人工林の育成を行っているの

で、双方の協力は重要である。今後も引き続き同社からの協力が得られれば、成果の進展

はある程度見込める。 
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c) 目標達成度 

機材として供与されたコンピューター、インストールされたソフトウェアおよび入力

されたデータベースは、適切に維持管理されている。また、収穫表作成のための技術移

転という目標は達成されなかったが、材積表作成のための技術移転という目標は達成さ

れた。これは､ 収穫表作成の指導のための短期専門家の派遣がプロジェクト最終年であ

ったこともひとつの要因であると考えられる。いずれにせよ、収穫表作成のためには、

いくつかの地位レベルにおける長期的なデータの収集が要求されるので、短期間に技術

を習得することは困難である。さらに、伐採と植林が繰り返される過程で同程度の成長

が期待できるか否かについて、つまりある地位での成長曲線が導かれたとして、それが

長期にわたって有効かどうかについては、経験の浅い熱帯林業においてはかなり不確か

である。したがって、材積表作成のための技術移転のほうが相対的に有用性が高く、重

要である。その意味で、目標はかなりの程度まで達成されたといえよう。 

 

 d) 実施の効率性 

材積表作成のための技術移転という目標は、プロジェクト期間内に完了した。材積表

のための野外調査ハンドブックと材積表作成マニュアルが発行される予定である。ここ

までは目標に沿った成果が見込まれているが、収穫表作成のためには、今後も技術移転

とJANT社からの協力を受け、人工林の成長を引き続きモニターしていく必要があると考

えられる。 

 

参考資料 

石橋整司（1999）パプア・ニューギニア森林研究計画フェーズⅡ短期専門家報告書 

Lamb, B. (1990) Exploiting the Tropical Rain Forest: an account of pulpwood logging in Papua New Guinea. 

The Parthenon Publishing Group, Park Ridge, N.J., 259pp. 

Sam, N. (1999) An introduction to Mongi-Busiga Forest Research Station (Effect of logging on forest 

ecosystem), FRI & JICA, 10pp. 

 

(2) 林木育種の研究  

 1) 活動の実施状況 

本研究では、育種種子の生産、無性繁殖技術の開発を目的としている。カウンターパー

トは４名（１名は途中で留学のため抜けた）だった。1998年にLaeから約40km西に位置す

るMareに実生採種園が設置された。借地料は無料であるが、そのかわり村人を臨時雇用す

る契約になっている。また、村人は将来採種園から採れる種子を販売できることになって
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いる。 

 この実生採種園で、まず1998年の３月にAcacia mangiumの実生採種園が造成され、1999

年９月には第１回目の間伐が行われた。必要に応じて補植も行われている。また1999年の

６月に、チークの実生採種園がAcacia mangium の実生採種園に隣接して造成された。1998

年８月には、第２次精英樹選抜調査が実施されており、これに基づいて、プロジェクト期

間中に次代検定林を造成する予定である。 

 栄養繁殖用のミストハウスが最終年度になってようやく完成し、技術移転・実験が開始

された。このミストハウスにおいて、Acacia mangium を対象にさし木などの栄養繁殖の試

験が開始されている。また、Araucaria cunninghamii とAraucaria hunsteinii の２種を対象に、

ジベレリン散布などによる開花誘導実験が開始された。これに関しては、研究の方法論は

カウンターパートによく伝わったが、まだ開花誘導に至る結果は得られておらず、中途半

端な状態である。ほかには、軟Ｘ線による種子の充実を判定する技術が移転された。 

 日本におけるカウンターパート研修は３名が受講し、留学するものも１名いた。関連論

文などは13編出版され、セミナーなどでの発表も４編行われた。 

 

 2) 成果の達成見込み 

 実生採種園造成マニュアルが印刷公表される見込みであり、この課題の成果のひとつと

して評価できる。バルサはプロジェクト期間内にようやく育苗が始められる見込みである

したがって、プロジェクト期間内でのバルサの実生採種園の造成は、事実上不可能になった。 

 さし木による栄養繁殖技術に関するマニュアルは、プロジェクト期間内に印刷公表する

予定である。そのほか、プロジェクト終了までに、DNA分析による簡易次代検定の技術、

組織培養技術の移転が行われる予定であり、通直性や家系選抜の検定もまもなく行われる

予定になっている。 

 

 3) 目標達成度 

 精鋭樹の選抜技術、実生採種園造成技術や種子の採種技術などが移転されたが、全体的

に予定よりも遅れがちであったため、必要最小限の技術が移転された状態といってよい。

ジベレリン散布による開花誘導実験は成功のめどが立っておらず、３月までに具体的な成

果があがらなければ技術移転としては不十分に終わる可能性がある。技術を定着させ、さ

まざまな樹種の精鋭樹やその種子を生産できるようになるまでには、まだ相当の時間を要

するものと思われる。 

 以上のように全体を通じて、技術移転が未完、または不十分な部分が何点か見受けられた。 
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4) 実施の効率性 

上記のとおり、パプア・ニューギニアの独特の事情により実生採種園では現地の住民に

維持・管理を委託しているが、専門家ではないために作業の効率が悪く、また作業の質も

それほど高くない。実生採種園を造成した場所はたび重なる火入れによって草地と化した

場所であり、現在も周囲では火事が頻繁に起こっている。この点で、将来の実生採種園の

メンテナンスに若干の不安がある。現時点での本課題の達成度から考えて、今後はいろい

ろな樹種に手を広げるのではなく、扱いやすくかつ有用な樹種（いくつかの実績のある

Acacia mangiumがふさわしいと思われる）にターゲットを絞って、基本的な技術の移転を

さらに継続すべきであると考える。 

 

３－３  森林生物分野 

この分野では、パーソナルコンピューターによる樹種識別システムの構築を目的としている。

それは、既存の研究資源の活用を前提としている。FRI内の胙葉（さくよう）庫には30万点を超す

胙葉標本が蓄積されてきており、その蓄積に基づき､オーストラリアなどの先進諸国の協力・援助

を得て、これまでに Flora of Papua New Guineaが２巻まで刊行された。同様に、木材の光学顕微

鏡的特徴に基づくパプア・ニューギニア商用木材の検索・識別システムもFRIが維持・管理してお

り、１万7000点を収集する木材標本庫に依存するところが大きい。この分野の研究技術協力が具

体的かつ実用的な成果をあげることができたのは､この分野の短期専門家の卓越した技量と指導

の賜物であることはいうまでもないが、それ以上に、胙葉庫や木材標本庫における科学的価値の

高い標本の蓄積と、それらを管理する研究者などの研究基盤が本プロジェクトの開始前にすでに

確立され、それが維持されてきたことに依存するところも大きい。 

植物分類学的に重要な花や果実の特徴は、野外での調査においては入手が困難な場合が多く、

それに比べて樹皮や葉は多少の努力によってその特徴を把握することが可能である。葉と樹皮の

特徴（Vegetative Characters）に基づいて樹木の検索・識別システムを確立するために､クイーン

ズランド大学の動物分類学分野で開発されオーストラリアでEucalyptus spp.の樹種識別に利用さ

れているパッケージソフトウェア（LucID）を適用して、現時点までに73樹種の特徴のデータベ

ースが構築されている。これは現時点では、パプア・ニューギニア国内向けに独自に開発された

データベースであり、構築に用いられている特徴項目が植物分類学の分野で世界的に共有可能な

データとして標準化可能であるかどうかの問題が残されている。さらに、パプア・ニューギニア

からはこれまでに１万数千種に及ぶ陸上植物が記録されており、固有種の割合も高い。そのため、

植物標本の収集・整備を継続するとともに、2000種以上の大変多様な樹木のデータ収集を最終的

な目標として、今後も継続的なデータベース構築の努力が必要である。 
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写真５ 木材標本庫を管理する Mr. Jim Mamuum Amarea。木材標本から光 

学顕微鏡用の試料（プレパラート）を作製し、木材組織の特徴を 

記載するとともに顕微鏡画像を取り込み、データベースを構築する。 

 

ス化のシステムが整備されていないことを指摘していた。顕微鏡用CCDカメラおよび画像を取り

込み整理するためのシステムの構築が必要であるとの提言で、短期専門家と意見が一致した。 

 フェーズⅠで供与され、フェーズⅡで大規模な修理が実施された走査電子顕微鏡には、ポラロ

イドフィルムとブローニー版のフィルム用の写真撮影装置が装備されている。しかし、調査の時

間が十分ではなかったので確かではないが、フィルムの供給が十分ではないように思われた。ま

たそれとは別の要因に基づくものかもしれないが、走査電子顕微鏡自体が活用された成果が今回

の調査ではみられなかった。 

走査電子顕微鏡のように、使用にあたって適切な調整を必要とする高度に精密な装置を導入す

る場合には、現地のカウンターパートに保守管理を任せきりにするのではなくて、メーカーまた

は保守管理会社による定期的な保守管理サービスが必要である。さらに、パプア・ニューギニア

のようにサービス拠点から遠隔地にあって緊急の修理サービスが期待できない地域に供与する場

合には、保守管理のための研修を受講させるなどして、トラブルシューティングと簡単な修理を

実行可能にするための保守管理技術移転を十分に実施する必要がある。 
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第４章 総括 
 

４－１ 結論 

プロジェクトを通じ、カウンターパートの多くが独力で研究を実施するために必要な技術と経

験を身につけた。特に、６つの小課題ごとにおかれたプログラムリーダーが各研究員を指導する

という体制が整備され、効率的な技術移転が行われたことは評価できる。また、研究課題に適合

した試験地や研究機材が整備され、それらは良好に管理されている。特に試験林は科学的な根拠

に基づいて造成されており、今後モニタリングを継続することによって多くの貴重なデータを得

ることが可能である。 

現時点までに得られた研究成果として、 

① 天然林および二次林の生態学的特徴の解明 

② 人工林造成における早生樹種の効果の解明 

③ 材積表による収穫量の予想 

などがあげられる。これらの分野についてさらに研究を継続することにより、森林の持続可能な

管理のための指針策定に貢献することが期待される。 

しかしその一方、森林研究所（FRI）が長期的な視野に立ち、自立的に研究活動を実施していく

ために克服しなければならない課題も存在する。まず、FRIの組織としての安定である。中央政府

の1999年度予算案に伴い､ 森林公社の組織改編が実行され､ 同年４月よりFRIは森林公社の一部

署（森林管理課）として位置づけられることになった。これにより研究職のポストが削減される

などの影響を受けた。研究機関として再度独立する話も出ているものの、組織的には不安定な状

態が続くと懸念される。一方、FRIの研究者レベルでは、個々の課題について研究を実施する能力

は身についてきたものの、長期的・戦略的な視点に立って本格的規模の研究プロジェクトを計画、

実施する能力は十分ではない。 

 

４－２ 提言 

 上記の結論を踏まえ、調査団として以下の提言を行った。 

  ① FRIは、研究活動の管理体制および施設・機材の維持システムを確立する。 

 ② FRIは、JICAおよび他の研究機関とのこれまでの研究活動の結果ならびに将来の見通しに

基づいた長期的な研究計画を策定する。 

 ③ 上記の長期的計画に基づき、研究活動を継続する。 

 ④ パプア・ニューギニアおよび日本を含めた他国の学術研究機関との交流を促進するために、

インターネットを活用する。 

 ⑤ 調査団としてプロジェクト終了後のフォローアップ協力を実施する。 



－27－

４－３ フォローアップ協力の概要 

 (1) 期間：2000年４月１日から２年間 

 

 (2) 協力分野 

   結論で述べた４分野。ただし、これらすべての分野について十分な協力を行うことは難し

いので、フォローアップ協力開始までに、協力内容を絞り込む必要がある。 

 

 (3) 投入 

  ［日本側］ 

    1) 長期専門家 １～２名 

    2) 短期専門家 

    3) カウンターパート研修（第三国研修も含む） 

    4) 機材供与 

    5) ローカルコスト負担 

 

  ［パプア・ニューギニア側］ 

    1) 土地、オフィス、施設の提供 

    2) カウンターパートの配置 

    3) 必要な予算の配賦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





 

 

 

 
 
 

資   料 

 

１ 協議議事録（M／M） 

 

２ 終了時評価表 

 

３ プロジェクト・デザイン・マトリックス(PDM) 
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表２ 調査項目（効率性） 
 

評価サマリー 
効率性：「投入」が「成果」にど
のようにどれだけ変換されたか 

スーパーゴール 
パプア・ニューギニアの森林資源の持続可能な管理のための地域
住民や企業に対する啓蒙活動がパプア・ニューギニア国内で広範
囲に実施される。 

 

上位目標 
森林研究所での研究成果に基づいた持続可能な森林経営のための
包括的な管理指針が策定される。 
 

プロジェクト
目標 

森林研究所が持続可能な森林経営に関する研究を自立的に実施す
る基盤が形成される。 
 

成果 

1.持続的森林経営の分野において、上位目標の実現に資すると思
われる試験林や研究機材などが森林研究所において整備される。 

 
2.以下の諸分野について上位目標の実現に資すると思われる研究
成果、研究手法、標準的な研究システムやデータなどが森林研
究所において構築される。 
・育林技術の研究 
・森林伐採が土壌や水質に及ぼす影響 
・適正造林樹種の研究 
・材積表の作成 
・林木育種の研究 
・コンピュータを用いた樹種検索法 

 
3.持続的森林経営の分野において上位目標を実現するのに必要な
レベルの技術を身につけた研究者が森林研究所において育成さ
れる。 

 

日本側 PNG側 

投入 

1.専門家派遣 
長期専門家-4人/年（チーム
リーダー、森林経営、造林、
業務調整） 
短期専門家-15人（天然更新、
材木育種、造林、土壌、樹種
同定、修理技術） 

 
2.研修員受入 
10人 

 
3.機材供与 
 1)森林研究のための資機材 
 2)図書および文献 
 3)車両 
 4)コンピュータおよび周辺

機器 
 
4.ローカルコスト負担 
 
 

1.土地・建物の提供 
2.研究所運営費（含む公共料
金） 

3.配置人数：49人 
 
 

 

・試験林や研究機材の設置・保守の程度 
・全体的な研究成果の充実度 
・育林技術についての研究成果、研究手
法確立、データベース構築の程度 

・森林伐採が土壌や水質に及ぼす影響に
ついての研究成果、研究手法確立、デ
ータベース構築の程度 

・適正造林樹種についての研究成果、研
究手法確立、データベース構築の程度 

・材積表の作成についての成果、研究手
法確立、データベース構築の程度 

・材木育種についての研究成果、研究手
法確立、データベース構築の程度 

・コンピュータを用いた樹種検索法につ
いての成果、研究手法確立、データベ
ース構築の程度 

・中核的な研究員の研究能力向上の程度 
・日本人専門家の派遣時期・派遣期間・
能力の適切さ 

・カウンターパート研修の時期・期間・
内容の適切さ 

・機材の供与時期・量・質の適切さ 
・日本側ローカルコスト負担の時期・金
額・内容の適切さ 

・パプアニューギニア側が提供した土
地・建物の提供時期・規模・質の適切
さ 

・パプアニューギニア側研究所運営費の
負担時期・金額・内容の適切さ 

・パプアニューギニア側職員の配置時
期・人数・能力の適切さ 
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表３ 調査項目（目標達成度） 
 

評価サマリー 
目標達成度：「プロジェクト目標」
が達成されたか、「成果」がその
達成にどれだけ貢献したか 

スーパーゴール 
パプア・ニューギニアの森林資源の持続可能な管理のための地域
住民や企業に対する啓蒙活動がパプア・ニューギニア国内で広範
囲に実施される。 

 

上位目標 
森林研究所での研究成果に基づいた持続可能な森林経営のための
包括的な管理指針が策定される。 
 

プロジェクト
目標 

森林研究所が持続可能な森林経営に関する研究を自立的に実施す
る基盤が形成される。 
 

成果 

1.持続的森林経営の分野において、上位目標の実現に資すると思
われる試験林や研究機材などが森林研究所において整備される。 

 
2.以下の諸分野について上位目標の実現に資すると思われる研究
成果、研究手法、標準的な研究システムやデータベースなどが
森林研究所において構築される。 
・育林技術の研究 
・森林伐採が土壌や水質に及ぼす影響 
・適正造林樹種の研究 
・材積表の作成 
・林木育種の研究 
・コンピュータを用いた樹種検索法 

 
3.持続的森林経営の分野において上位目標を実現するのに必要な
レベルの技術を身につけた研究者が森林研究所において育成さ
れる。 

 

日本側 PNG側 

投入 

1.専門家派遣 
長期専門家-4人/年（チーム
リーダー、森林経営、造林、
業務調整） 
短期専門家-15人（天然更新、
材木育種、造林、土壌、樹種
同定、修理技術） 

 
2.研修員受入 
10人 

 
3.機材供与 
 1)森林研究のための資機材 
 2)図書および文献 
 3)車両 
 4)コンピュータおよび周辺

機器 
 
4.ローカルコスト負担 
 
 

1.土地・建物の提供 
2.研究所運営費（含む公共料
金） 

3.配置人数：49人 
 
 

 

・持続的に有効な研究を実施するに必要
な一定数の研究者は育成されたか 

・持続的に有効な研究を実施するに必要
な研究環境は整備されたか 

・試験林や研究機材の運営・保守の程度 
・上記が達成されていない場合、その原
因は何であり、いつ達成できる見込み
があるか 

・プロジェクトによる人材育成はFRIの自
立的な研究基盤づくりにどれだけ貢献
したか 

・プロジェクトによる研究手法、データ
ベースの構築はFRIの自立的な研究基
盤づくりにどれだけ貢献したか 

・プロジェクトによる試験林や研究機材
の整備はFRIの自立的な研究基盤づく
りにどれだけ貢献したか 
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  表４ 調査項目（インパクト） 
 

評価サマリー 
インパクト：プロジェクトを実施
した結果、どの様な正・負の関係
が直接・間接に現れたか 

スーパーゴール 
パプア・ニューギニアの森林資源の持続可能な管理のための地域
住民や企業に対する啓蒙活動がパプア・ニューギニア国内で広範
囲に実施される。 

 

上位目標 
森林研究所での研究成果に基づいた持続可能な森林経営のための
包括的な管理指針が策定される。 
 

プロジェクト
目標 

森林研究所が持続可能な森林経営に関する研究を自立的に実施す
る基盤が形成される。 
 

成果 

1.持続的森林経営の分野において、上位目標の実現に資すると思
われる試験林や研究機材などが森林研究所において整備される。 

 
2.以下の諸分野について上位目標の実現に資すると思われる研究
成果、研究手法、標準的な研究システムやデータベースなどが
森林研究所において構築される。 
・育林技術の研究 
・森林伐採が土壌や水質に及ぼす影響 
・適正造林樹種の研究 
・材積表の作成 
・林木育種の研究 
・コンピュータを用いた樹種検索法 

 
3.持続的森林経営の分野において上位目標を実現するのに必要な
レベルの技術を身につけた研究者が森林研究所において育成さ
れる。 

 

日本側 PNG側 

投入 

1.専門家派遣 
長期専門家-4人/年（チーム
リーダー、森林経営、造林、
業務調整） 
短期専門家-15人（天然更新、
材木育種、造林、土壌、樹種
同定、修理技術） 

 
2.研修員受入 
10人 

 
3.機材供与 
 1)森林研究のための資機材 
 2)図書および文献 
 3)車両 
 4)コンピュータおよび周辺

機器 
 
4.ローカルコスト負担 
 
 

1.土地・建物の提供 
2.研究所運営費（含む公共料
金） 

3.配置人数：49人 
 
 

 

・プロジェクトの結果として実用的な管
理指針は策定されつつあるか 

・プロジェクトの結果としてパイロット
フォレストが適切に管理されつつある
か 

・プロジェクトの結果として、パプアニ
ューギニアの広範な地域で啓蒙普及活
動が実施されつつあるか 

・プロジェクトの結果として、普及員が
パプアニューギニア各地で活動しつつ
あるか 

・環境問題への予期しなかった貢献・悪
影響の有無 

・経済に対する貢献･悪影響の有無 
・関連機関などの組織・制度に対する貢
献･悪影響の有無 

・その他予期しない貢献・悪影響の有無 
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表５ 調査項目（妥当性） 
 

評価サマリー 
妥当性：「成果」、「プロジェクト
目標」、「上位目標」は現在も目標
として意味があるか。 

スーパーゴール 
パプア・ニューギニアの森林資源の持続可能な管理のための地域
住民や企業に対する啓蒙活動がパプア・ニューギニア国内で広範
囲に実施される。 

 

上位目標 
森林研究所での研究成果に基づいた持続可能な森林経営のための
包括的な管理指針が策定される。 
 

プロジェクト
目標 

森林研究所が持続可能な森林経営に関する研究を自立的に実施す
る基盤が形成される。 
 

成果 

1.持続的森林経営の分野において、上位目標の実現に資すると思
われる試験林や研究機材などが森林研究所において整備される。 

 
2.以下の諸分野について上位目標の実現に資すると思われる研究
成果、研究手法、標準的な研究システムやデータベースなどが
森林研究所において構築される。 
・育林技術の研究 
・森林伐採が土壌や水質に及ぼす影響 
・適正造林樹種の研究 
・材積表の作成 
・林木育種の研究 
・コンピュータを用いた樹種検索法 

 
3.持続的森林経営の分野において上位目標を実現するのに必要な
レベルの技術を身につけた研究者が森林研究所において育成さ
れる。 

 

日本側 PNG側 

投入 

1.専門家派遣 
長期専門家-4人/年（チーム
リーダー、森林経営、造林、
業務調整） 
短期専門家-15人（天然更新、
材木育種、造林、土壌、樹種
同定、修理技術） 

 
2.研修員受入 
10人 

 
3.機材供与 
 1)森林研究のための資機材 
 2)図書および文献 
 3)車両 
 4)コンピュータおよび周辺

機器 
 
4.ローカルコスト負担 
 
 

1.土地・建物の提供 
2.研究所運営費（含む公共料
金） 

3.配置人数：49人 
 
 

 

・プロジェクトの諸目標（成果、プロジ
ェクト目標、上位目標、スーパーゴー
ル）は現在でもパプアニューギニアの
開発政策に合致しているか 

・プロジェクトの諸目標は現在でもFRI
のニーズに合致しているか 

・プロジェクトの諸目標は現在でも日本
国政府の援助政策に合致しているか 
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表６ 調査項目（自立発展性） 
 

評価サマリー 
妥当性：「成果」、「プロジェクト
目標」、「上位目標」は現在も目標
として意味があるか。 

スーパーゴール 
パプア・ニューギニアの森林資源の持続可能な管理のための地域
住民や企業に対する啓蒙活動がパプア・ニューギニア国内で広範
囲に実施される。 

 

上位目標 
森林研究所での研究成果に基づいた持続可能な森林経営のための
包括的な管理指針が策定される。 
 

プロジェクト
目標 

森林研究所が持続可能な森林経営に関する研究を自立的に実施す
る基盤が形成される。 
 

成果 

1.持続的森林経営の分野において、上位目標の実現に資すると思
われる試験林や研究機材などが森林研究所において整備される。 
 
2.以下の諸分野について上位目標の実現に資すると思われる研究
成果、研究手法、標準的な研究システムやデータベースなどが
森林研究所において構築される。 
・育林技術の研究 
・森林伐採が土壌や水質に及ぼす影響 
・適正造林樹種の研究 
・材積表の作成 
・林木育種の研究 
・コンピュータを用いた樹種検索法 

 
3.持続的森林経営の分野において上位目標を実現するのに必要な
レベルの技術を身につけた研究者が森林研究所において育成さ
れる。 

 

日本側 PNG側 

投入 

1.専門家派遣 
長期専門家-4人/年（チーム
リーダー、森林経営、造林、
業務調整） 
短期専門家-15人（天然更新、
材木育種、造林、土壌、樹種
同定、修理技術） 

 
2.研修員受入 
10人 

 
3.機材供与 
 1)森林研究のための資機材 
 2)図書および文献 
 3)車両 
 4)コンピュータおよび周辺

機器 
 
4.ローカルコスト負担 
 
 

1.土地・建物の提供 
2.研究所運営費（含む公共料
金） 

3.配置人数：49人 
 
 

 

・プロジェクト事業を政府が政策的に支
援しているか 

・プロジェクト事業継続に十分な人数の
職員が確保されているか 

・関連政府機関、国際援助機関との連携
はあるか 

・ FRIはプロジェクト事業継続に必要な
運営管理能力を持っているか 

・ FRIはプロジェクト事業継続に必要な
経費を確保しているか 

・技術移転をうけた人材が有効に活用さ
れるか 

・投入された施設、機材が有効に活用さ
れるか 
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表７ 評価デザイン（評価調査計画） 

評価項目 調査項目 データ収集方法 

試験林他研究設備位置図 
試験林管理記録 

1-1 試験林や研究機材の設置・保守の程
度 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 
研究員が発表した論文、記事等出版物 1-2 全体的な研究実績の充実度 
FRI内外でのセミナー・学会の記録、関連資料 

分野別研究計画と実績 
育林技術に関するマニュアル類のリスト 

1-3 育林技術についての研究成果のま
とめ、研究手法確立の程度 

森林経営担当調査団員による一般的観察および
C/P、日本人専門家へのインタビュー 
分野別研究計画と実績 
森林管理と水土条件に関するマニュアル類のリス
ト 

1-4 森林伐採が土壌や水質に及ぼす影
響についての研究成果のまとめ、研
究手法確立の程度 

森林経営担当調査団員による、一般的観察および
C/P、日本人専門家へのインタビュー 

分野別研究計画と実績 

適正造林樹種に関するマニュアル類のリスト 

1-5 適正造林樹種についての研究成果
のまとめ、研究手法確立の程度 

造林担当調査団員による、一般的観察およびC/P、
日本人専門家へのインタビュー 

分野別研究計画と実績 
材積表の作成に関するマニュアル類のリスト 
材積表 

1-6 材積表の作成についての研究成果
のまとめ、研究手法確立の程度 

造林担当調査団員による、一般的観察およびC/P、
日本人専門家へのインタビュー 

分野別研究計画と実績 
林木育種に関するマニュアル類のリスト 

1-7 林木育種についての研究成果のま
とめ、研究手法確立の程度 

造林担当調査団員による、一般的観察およびC/P、
日本人専門家へのインタビュー 

分野別研究計画と実績 
樹種検索法に関するマニュアル類のリスト 
検索表 

1-8 コンピュータを用いた樹種検索法
についての研究成果のまとめ、研究
手法確立の程度 

森林生物担当調査団員による、一般的観察および
C/P、日本人専門家へのインタビュー 

短期専門家報告書 
C/Pによる研修報告書 

1-9 中核的な研究員の研究能力の向上
の程度 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 
専門家派遣記録 

専門家報告書 

1-10 日本人専門家の派遣時期・派遣期
間・能力の適切さ 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 
C/P研修受入記録 

1.効率性 

1-11 C/P研修の時期・期間・内容の適切
さ C/P、日本人専門家へのインタビュー 
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評価項目 調査項目 データ収集方法 

供与機材リスト 1-12 機材の供与時期・量・質の適切さ 
C/P、日本人専門家へのインタビュー 

日本側ローカルコスト負担実績表 1-13 日本側ローカルコスト負担の時
期・金額・内容の適切さ C/P、日本人専門家へのインタビュー 

投入された土地・建物の記録 1-14 パプアニューギニア側が提供した
土地・建物の提供時期・規模・質の
適切さ 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 

パプアニューギニア側運営費支出実績表 1-15 パプアニューギニア側研究所運営
費の負担時期・金額・内容の適切さ C/P、日本人専門家へのインタビュー 

C/P配置記録 

1.効率性 
(続き） 

1-16 パプアニューギニア側職員の配置
時期・人数・能力の適切さ C/P、日本人専門家へのインタビュー 

2-1 持続的に有効な研究を実施するに
必要な一定数の研究者は育成され
たか 

C/P（ダイレクタークラス）、日本人専門家へのイ
ンタビュー 

調査団による、施設・機材・試験林の整備・維持管
理状況の一般的観察 

2-2 持続的に有効な研究を実施するに
必要な研究環境は整備されたか 

C/P（ダイレクタークラス）、日本人専門家へのイ
ンタビュー 

2-3 上記が達成されていない場合、その
原因は何であり、いつ達成できる見
込みがあるか 

C/P（ダイレクタークラス）、日本人専門家へのイ
ンタビュー 

2-4 プロジェクトによる人材育成はFRI
の自立的な研究基盤づくりにどれ
だけ貢献したか 

C/P（ダイレクタークラス）、日本人専門家へのイ
ンタビュー 

2-5 プロジェクトによる研究成果のま
とめと研究手法確立はFRIの自立的
な研究基盤づくりにどれだけ貢献
したか 

C/P（ダイレクタークラス）、日本人専門家へのイ
ンタビュー 

2.目標達成
度 

2-6 プロジェクトによる試験林や研究
機材の整備はFRIの自立的な研究基
盤づくりにどれだけ貢献したか 

C/P（ダイレクタークラス）、日本人専門家へのイ
ンタビュー 

管理指針 3-1 プロジェクトの結果として実用的
な管理指針は策定されつつあるか C/P（ダイレクタークラス）、森林公社担当者、国

家計画庁担当者、日本人専門家へのインタビュー 

展示林の管理記録 3-2 プロジェクトの結果として展示林
が適切に管理されつつあるか C/P（ダイレクタークラス）、森林公社担当者、国

家計画庁担当者、日本人専門家へのインタビュー 
啓蒙普及活動の実施記録 3-3 プロジェクトの結果として、パプア

ニューギニアの広範な地域で啓蒙
普及活動が実施されつつあるか 

C/P（ダイレクタークラス）、森林公社担当者、国
家計画庁担当者、日本人専門家へのインタビュー 
普及員が使用しているテキスト・教材 

3.インパク
ト 

3-4 プロジェクトの結果として、普及員
がパプアニューギニア各地で活動
しつつあるか 

C/P（ダイレクタークラス）、森林公社担当者、国
家計画庁担当者、日本人専門家へのインタビュー 
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評価項目 調査項目 データ収集方法 

3-6 環境問題への予期しなかった貢献・
悪影響の有無 

3-8 経済に対する貢献・悪影響の有無 
3-9 関連機関などの組織・制度に対する

貢献・悪影響の有無 

3.インパク
ト（続き） 

3-10 その他予期しない貢献・悪影響の有
無 

C/P、森林公社担当者、国家計画庁担当者、日本人
専門家へのインタビュー 

パプアニューギニア政府の最新の森林政策 4-1 設定された諸目標（成果、上位目標、
プロジェクト目標、スーパーゴー
ル）は現在でもパプアニューギニア
政府の開発政策に合致しているか 

C/P（ダイレクタークラス）、森林公社担当者、国
家計画庁担当者、日本人専門家へのインタビュー 

4-2 プロジェクトの諸目標は現在でも
ターゲットグループ（FRI）のニー
ズに合致しているか 

C/P（ダイレクタークラス）、日本人専門家へのイ
ンタビュー 

日本政府の対パプアニューギニア援助方針 

4.妥当性 

4-3 プロジェクトの諸目標は現在でも
日本国政府の援助政策に合致して
いるか JICA在外事務所へのインタビュー 

5-1 プロジェクト事業を政府が政策的
に支援しているか 

C/P（ダイレクタークラス）、森林公社担当者、国
家計画庁担当者、日本人専門家へのインタビュー 

C/P配置記録 5-2 プロジェクト事業継続に十分な人
数の職員が確保されているか C/P（ダイレクタークラス） 、日本人専門家への

インタビュー 
5-3 関連政府機関、国際援助機関との連

携はあるか 
C/P（ダイレクタークラス）、森林公社担当者、国
家計画庁担当者、日本人専門家へのインタビュー 

FRI組織図 5-4 FRIはプロジェクト事業継続に必要
な運営管理能力を持っているか C/P（ダイレクタークラス）、日本人専門家へのイ

ンタビュー 
日本側ローカルコスト負担実績表 
パプアニューギニア側運営費支出実績表 

5-5 FRIはプロジェクト事業継続に必要
な経費を確保しているか 

C/P（ダイレクタークラス）、森林公社担当者、国
家計画庁担当者、日本人専門家へのインタビュー 
C/P配置記録 

C/P研修受入記録 

5-6 技術移転をうけた人材が有効に活
用されるか 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 
供与機材リスト 5-7 投入された施設、機材が有効に活用

されるか C/P、日本人専門家へのインタビュー 

5.自立発展
性 

5-8 育林技術について、今後の自立的研
究が期待できる研究レベルに達し
ているか 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 
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評価項目 調査項目 データ収集方法 

5-9 森林伐採が土壌や水質に及ぼす影
響についてについて、今後の自立的
研究が期待できる研究レベルに達
しているか 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 

5-10 適正造林樹種について、今後の自立
的研究が期待できる研究レベルに
達しているか 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 

5-11 材積表の作成について、今後の自立
的研究が期待できる研究レベルに
達しているか 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 

5-12 林木育種について、今後の自立的研
究が期待できる研究レベルに達し
ているか 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 

5.自立発展
性（続き） 

5-13 コンピュータを用いた樹種検索法
について、今後の自立的研究が期待
できる研究レベルに達しているか 

C/P、日本人専門家へのインタビュー 
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表８ 調査結果 

評価項目 調査項目 調査結果 

試験林他研究設備位置図 

 ANNEX１参照。 

試験林管理記録 

 試験林管理記録に基づく学術論文が発表された。 

調査団による一般的観察 

小課題２「土壌」についての試験林は展示林としても利用されている。 

1. 効率性 1-1 試験林や

研究機材の設

置・保守の程度

(成果の達成度) 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「試験林と研究機材は適切に管理されているか」という質問へのC/Pの回

答： 

1.回答者15名中、２名が「管理されている」、９名が「ある程度」、１名が「全

くそうでない」と回答した。また、以下のコメントが得られた： 

- 試験林は適切に管理されている。いくつかの研究機材はPNGで交換部

品入手できない。消耗がすすみ交換部品が必要になっている。 

- いくつかの機材は十分に利用されていない。 

- 多くの研究プロットがあり、現場補助職員が十分ではない。 

- 機材の使用についての職員のトレーニングが不適切である。 

- いくつかの機材が紛失ないしは損傷している。 

- 試験林はよく管理されているが、機材は完全には活用されていない。 

- FRIを含む森林公社の度重なる組織改変のため、スタッフの入れ替わり

があり機材の手入れに影響した。機材の管理は困難である。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・研究小課題１「展示林」のために、Oomsisに100ha、Kupianoに100ha、

Finschhafenに２haの展示林が設置された。Kupiano展示林は山火事による被

害を受けたが、それ以外は定期的な保守管理が行われている。機材も問題

なく管理されている。 

・研究小課題２「土壌」のために、Finschhafenに２haの試験林が設置され、

化学分析機器が設置された。試験林では定期的に保守作業が行われている。 

・研究小課題３「造林用樹種選択」のために、Mt. Hagenに1.32haの試験林が

設置され、測量や測樹に関する必要な機材が設置された。試験区の保守管

理が行われている。 

・研究小課題４「材積表」のために、研究の実施に必要な試験林を選定し、

必要な研究機材を供与した。供与した研究機材は適切に保守管理されてい

る。 

・研究小課題５「林木育種」のために、実生採種園地、種子源調査地を選定

し、必要な研究機材（軟Ｘ線撮影装置やミストハウス関連機材など）を供

与した。実生採種園、ミストハウス及び供与した機材を保守管理している。 

・研究小課題６「樹種データベース」のために、データベース構築および

CD-ROM作成に必要なコンピューター関連機器を設置した。供与した研究

機材は保守管理されている。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

FRI研究員による学術論文、レポート、マニュアル等出版物 

 ANNEX２参照。 

1-2 全体的な

研究実績の充

実度(成果の達

成度） 

プロジェクトの研究成果が発表されたセミナーや会議のリスト 

 ANNEX３参照。 

研究小課題別研究計画と実績 

 ANNEX４参照。 

調査団員（森林経営担当）による一般的観察 

 展示林は既に設置された。今後これらの展示林がよく管理されれば、長期

にわたるデータが収集され、有意義な研究が達成される。 

1. 効率性 

（続き） 

1-3 研究小課

題１「展示林」

についての研

究成果のまと

め、研究手法確

立の程度(成果

の達成度） 
C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「研究小課題1について、研究成果のとりまとめ、研究手法の確立は達成さ

れたか」という質問に対するC/Pの回答： 

・研究小課題1を担当する５名のC/Pは、全員「ある程度」と回答した。 

・以下のコメントが得られた： 

- 報告書は作成されたが、研究成果の分析と正式な書き上げの前に、更な 

るモニタリングとデータ収集が必要である。 

- 本課題にはより多くの時間が必要である。 

- 研究手法はまだ適切に確立されていない。プロジェクトの最後の１年半

についての意見の相違から、カウンターパートと共に研究を行う時間が

十分ではなかった。 

- 劣化した森林、特に高地林の森林回復について、更なる努力が必要であ

る。 

- 私は本プロジェクトを担当したが、いくつかの問題、特に実験計画づく

りについて問題を認めた。プロジェクトの目的には問題がないが、その

目的に向けて成果が出されるように実験計画をつくるべきだ。すでに、

いくつかの修正はなされている。 

 

2.日本人専門家からの報告 

（研究成果のまとめ） 

・生長量等のデータの整理及びその分析が行われた。 

・合計４回開催されたJICA-FRIセミナーにおいて、複数のC/Pが９件の発表

とポスター発表を行った。 

・C/P及び専門家によって合計４編の論文、５編のレポートおよび１編のマ

ニュアルが発表された。 

（研究手法の確立） 

・研究計画の策定方法、展示林や試験地の造成方法、データ解析手法など、

FRIが独自に研究を進めていく上で必要な技術の移転が行われた。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

研究小課題別研究計画と実績 

 ANNEX４参照。 

調査団員（森林経営担当）による一般的観察 

 研究基盤（必要な技術と機材）は概ね確立された。 

1. 効率性

（続き） 

1-4 研究小課

題2「土壌」に

ついての研究

成果のまとめ、

研究手法確立

の程度（成果の

達成度） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「研究小課題２について、研究成果のとりまとめ、研究手法の確立は達成

されたか」という質問に対するC/Pの回答： 

・研究小課題２を担当する３名のC/Pのうち、１名が「達成された」、２名が

「ある程度」、と回答した。 

・以下のコメントが得られた： 

- 光合成についての研究を除けば、研究手法の確立は達成された。データ

は定期的に収集されているが、結論を出すには更に５年かそれ以上のモ

ニタリングが必要である。 

- 研究手法の確立は達成された。既に予備的な調査結果（伐採から２年後）

だけは得られている。 

 

2.日本人専門家からの報告 

（研究成果のまとめ） 

・毎木調査、生長データ、土壌化学分析結果等のデータが整理され、分析が

おこなわれた。 

・計４回のJICA-FRIセミナーにおいて、C/Pが10件の発表とポスター発表を

行った。日本熱帯生態学会大会において専門家によって２件の発表が行わ

れた。 

・C/P及び専門家によって合計11編の論文、１編のレポートが発表された。 

（研究手法の確立） 

・研究計画の策定方法、展示林や試験地の造成方法、データ解析手法など、

FRIが独自に研究を進めていく上で必要な技術の移転が行われた。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

研究小課題別研究計画と実績 

 ANNEX４参照。 

調査団員（造林担当）による一般的観察 

 16種の高地造林用樹種が選択され、このうち14種の性質を観察するための

試験林が設置された。 

 

1. 効率性

（続き） 

1-5 研究小課

題３「造林用樹

種選択」につい

ての研究成果

のまとめ、研究

手法確立の程

度（成果の達成

度） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「研究小課題３について、研究成果のとりまとめ、研究手法の確立は達成

されたか。」という質問に対するC/Pの回答： 

・研究小課題３を担当する４名のC/Pのうち、１名が「達成された」、３名が

「ある程度」と回答した。 

・以下のコメントが得られた： 

- Mt. Hagenでの試験を実施しているのは、一カ所（湿潤地域）のみである。

よりよい比較をするため、異なる地域で同様の試験を行う必要がある。

もし第三フェーズが実施されるならば、我々はJICA専門家と共にこの実

験を継続する。あるいは、FRI単独で継続する。 

- ほとんどの試験は最近確立されたもので、価値の高い樹種について更な

る樹種選択が求められる。 

- これまで得られた研究成果は、予備的なデータにすぎない。この研究課

題は継続している。これらの研究活動のほとんどは、開始から1年しか経

っていない。 

 

2.日本人専門家からの報告 

（研究成果のまとめ） 

・高地郷土樹種の生育試験によって得られた生長量や発芽率などのデータの

整理および分析が行われた。 

・計４回開催されたJICA-FRIセミナーにおいて、C/Pおよび日本人専門家が

１件の発表とポスター発表を行った。 

・C/Pや専門家によって２編の論文と、１編のレポートがまとめられた。 

（研究手法の確立） 

・人工造林用早生樹種について、その育種的改良、生長量の予測と計測に関

する研究手法が確立された。在来樹種の中からその他の有用樹種を選択す

る研究手法はプロジェクト終了までに移転される。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

研究小課題別研究計画と実績 

 ANNEX４参照。 

材積表 

・６樹種を含む材積表第一巻が発行された。 

・３樹種を含む材積表第二巻が、プロジェクト終了までに発行される。 

・Acacia mangiumの収穫表がプロジェクト終了までに発行される。 

調査団員（造林担当）による一般的観察 

・材積表に関して、研究基盤（必要な技術と機材）は確立された。 

・収穫表作成のための研究手法については、まだ完全に移転されていない。 

1. 効率性

（続き） 

1-6 研究小課

題４「材積表」

についての研

究成果のまと

め、研究手法確

立の程度（成果

の達成度） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「研究小課題４について、研究成果のとりまとめ、研究手法の確立は達成

されたか」という質問に対するC/Pの回答： 

・研究小課題4を担当する２名のC/Pのうち、１名が「達成された」、１名が

「ある程度」と回答した。 

・以下のコメントが得られた： 

- データ収集および材積表のための分析についての諸手法は確立され、6

樹種についての最初の巻が発行された。必要とされながらいまだ実施さ

れていないのは、マニュアル「A guide to compiling of volume tables」の発

行である。JICAの更なる協力が求められる。 

- ９樹種についての材積表が完成したが、他の造林陽樹種の材積表が必要

とされている。 

 

2.日本人専門家からの報告 

（研究成果のまとめ） 

・プロジェクト終了までにデータの整理ととりまとめが完了する。 

・1997年３月のJICA-FRIセミナーで、材積表についての研究成果が発表された。 

・1999年10月のJICA-FRIセミナーで、成長率等に関する研究成果が発表された。 

・プロジェクト終了までに4編のレポートが作成される。 

・プロジェクト終了までに、材積表のための野外調査ハンドブックが発行さ

れる。 

・プロジェクト終了までに、材積表作成マニュアルが発行される。 

・プロジェクト終了までに、成長量についての１編の論文が発表される。 

（研究手法の確立） 

・野外調査と材積表作成の手法が移転された。 

・プロジェクト終了までに、生長量と林分密度・土壌との間の関係について

の分析手法が移転される。 

・人工造林用早生樹種について、その育種的改良、生長量の予測と計測に関

する研究手法が確立された。在来樹種の中からその他の有用樹種を選択す

る研究手法はプロジェクト終了までに移転される。 

 



 

－ 61－

 

評価項目 調査項目 調査結果 

研究小課題別研究計画と実績 

 ANNEX４参照。 

調査団員（造林担当）による一般的観察 

・実生採種園造成の技術が移転された。 

・無性繁殖技術がある程度移転された。 

 

1. 効率性

（続き） 

1-7 研究小課

題5「林木育種」

についての研

究成果のまと

め、研究手法確

立の程度（成果

の達成度） C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「研究小課題５について、研究成果のとりまとめ、研究手法の確立は達成

されたか」という質問に対するC/Pの回答： 

・研究小課題5を担当する３名のC/Pは全員、「ある程度」と回答した。 

・以下のコメントが得られた：  

- 実生採種園、無性繁殖。実生採種園造成の手法は確立された。無性繁殖

のためのミストハウス建設は完了した。各樹種についての無性繁殖技術

はまだ達成されていない。第三フェーズにおいて継続するが、もしそれ

がなければ我々自身で継続する。 

- その他の造林樹種の実生採種園が必要である。 

- ほとんどの研究活動は初期段階にあり、得られているのは予備的なデー

タや研究結果のみである。 

 

2.日本人専門家からの報告 

（研究成果のまとめ） 

・プロジェクト終了までにデータ整理が完了する。 

・1998年３月のJICA-FRIセミナーにおいて、実生採種園造成手法が発表され

た。1999年２月のJICA-FRIセミナー及び1999年４月の日本林学会大会にお

いて、精英樹選抜効果の研究成果が発表された。 

・1999年10月のJICA-FRI国際セミナーにおいて、実生採種園造成手法のポス

ター発表がなされた。 

・プロジェクト終了までに合計６編の論文、７編のレポートが発表される。 

・プロジェクト終了までに実生採種園造成マニュアルが発行される。 

・プロジェクト終了までに無性繁殖技術マニュアルが発行される。 

（研究手法の確立） 

・精英樹選抜技術および採種技術が移転された。 

・プロジェクト終了までに実生採種園での検定による採種源の選択手法を移

転する。 

・プロジェクト終了までに軟Ｘ線撮影装置を使用した種子の判別手法を移転

する。 

・プロジェクト終了までに着花結実促進技術を移転する。 

・プロジェクト終了までに無性繁殖技術を確立する。 

・人工造林用早生樹種について、その育種的改良、生長量の予測と計測に関

する研究手法が確立された。在来樹種の中からその他の有用樹種を選択す

る研究手法はプロジェクト終了までに移転される。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

研究小課題別研究計画と実績 

 ANNEX４参照。 

樹種同定プログラム 

・植物学的特徴による樹種同定の為に、生物分類用プログラム「LucID」が

適用された。 

・「LucID」を利用して、植物学的特徴による樹種検索表が作成された。 

・国際木材解剖学者連合(IAWA)が推奨する木材解剖学的特徴による樹種同定

のために、汎用データベースソフト「FileMakerPro」が適用された。 

・「FileMakerPro」を利用して、木材解剖学的特徴による樹種検索表が作成さ

れた。 

調査団員（森林生物）による一般的観察 

・同定プログラムについての技術移転は完了した。 

1. 効率性

（続き） 

1-8 研究小課

題６「樹種デー

タベース」につ

いての研究成

果のまとめ、研

究手法確立の

程度（成果の達

成度） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「研究小課題６について、研究成果のとりまとめ、研究手法の確立は達成

されたか」という質問に対するC/Pの回答： 

・研究小課題６を担当する５名のC/Pのうち、２名が「達成された」、１名が

「ある程度」、２名が「全く達成されていない」と回答した。 

・以下のコメントが得られた：  

- この研究は継続中であり、変更や新たな情報を追加する必要がある。 

- データベースは作成された。野外での観察と記録を継続する。 

- 始まったばかりであり、さらなる活動が必要である。 

- 植物学者として見ると、現在と同じ職員の能力で研究を続けても、これ

からの２年間で何らかの成果を出すにはほど遠いと感じる。外部からの

支援を受ける必要がある。コンピュータのソフトウェアに問題はない、

しかし植物学者が必要なのだ。 

 

2.日本人専門家からの報告 

（研究成果のまとめ） 

・植物学的特徴ならびに木材解剖学的特徴による同定プログラムは確立され

た。 

・プログラムへのデータ入力が開始された。 

・1998年３月のJICA-FRIセミナーにおいて、木材解剖学的特徴からの樹種同

定手法が発表された。1999年２月のJICA-FRIセミナーでも、同手法の発表

とポスター発表がなされた。 

・1999年10月のJICA-FRI国際セミナーにおいて、研究小課題６の全般的研究

成果についての発表がなされた。 

・プロジェクト終了までに144樹種の検索表がCD-ROM複写として公表され

る。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

C/Pによる日本および第三国における研修報告書 

・これら研修プログラムについて、C/Pから否定的な報告はなかった。 

・ほとんどのC/Pが適切な研修に参加した。 

1. 効率性

（続き） 

1-9 中核的な

研究員の研究

能力の向上の

程度（成果の達

成度） 

C/Pへのアンケート・インタビュー 

 「本プロジェクトを通じて、あなたは森林研究についての十分な能力を得

たか」という質問に対するC/Pの回答： 

・14名のC/Pのうち、３名が「得た」、７名が「ある程度」、１名が「全く得

ていない」と回答した。 

・以下のコメントが得られた：  

- 私の場合、いくつかのコンピュータソフトの練習をする必要がある。 

- 適切で良質で鮮明な画像をプログラムに入力する方法がまだ分からな

い。デジタルカメラでの良質で鮮明な画像の撮影方法を知る必要がある。 

- 野外調査中、変種が記録され、各機種の知識が深まることになる。 

- 私は材積表と収穫表の二つの分野について業務を行っている。材積表に

ついては問題はない。収穫表については、時間が短かったため、コンピ

ュータを使用した分析は手短に行われた。収穫表を作成するための一連

のコンピュータ作業を実際に学ぶためには、もっと時間が必要である。

野外でのデータ収集手法は獲得された。 

- 人工林について、あまり関心が払われておらず、さらなる協力活動が求

められる。 

- JICA専門家およびC/P研修の両者から得られた知識、技能、技術により、

私の能力は強化され、割り当てられた研究課題を実施できた。 

- 技能と能力との相互作用と交換が期待されていたほど十分ではなかっ

た。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

専門家派遣記録 
 ANNEX５参照。 

1. 効率性

（続き） 

1-10 日本人専

門家の派遣時

期・派遣期間・

能力の適切さ

(成果に対する

投入の適切さ） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 
1.「日本人専門家派遣の時期、期間、そして彼らの能力は適切であったか」
という質問に対するC/Pの回答： 

・時期について、14名のC/Pのうち、６名が「適切である」、６名が「普通」、
と回答した。また、以下のコメントが得られた：  
- コンピュータプログラムに必要とされる情報は準備されていない。それ
ぞれの樹木についてのほとんどの質問票は未完成である。 

- 派遣時期は良い。短期専門家の石橋博士が収穫表のために派遣された。
私には他に多くの仕事があったが、本年中に彼が来られる時期はその時
以外なかった。唯一の問題は、彼の派遣期間が短く（３週間）、全ての知
識が移転されなかったことである。 

・期間について、14名のC/Pのうち、４名が「適切である」、６名が「普通」、
１名が「適切でない」と回答した。また、以下のコメントが得られた： 
- 特定の樹種についてのほとんどの特徴は、まだ記入されていない。実際
の技術移転の前に、この１－２週間研究実施を急いだ。 

- 材積表については適切であったが、収穫表についてはとても短かった。 
- OJTと技能移転に、より長い期間が必要である。おそらくは、５－７年間。 
- 「普通」と回答したのは、私はJICA専門家と５年全期間一緒に仕事をし
ておらず、パートタイムのみだからである。 

- 特定の研究課題について技術移転に進展があるか確認するための、評価
をすべきである。一般的な評価は良くない。第二フェーズを評価するた
めには、特定の研究課題について、詳細な評価をすべきである。 

・専門家の能力について、14名のC/Pのうち、７名が「適切である」、５名が
「普通」と回答した。また、以下のコメントが得られた： 
- 分類郡、特徴について入力する方法を指導した。しかし、画像の入力方
法、複数の画像を一枚の画像として入力する方法を指導していない。こ
れは試行錯誤で、学んでいる。 

- 彼らが見せ、教えたものを理解した。 
- ほとんどの技能と知識はC/Pに移転された。 
- 資格があり、勤勉な専門家。 
- 効率的な仕事をしJICA専門家から学ぶうえで、コミュニケーションが最
大の障害と思われる。林業研究分野において、PNGのC/Pに対し多くが
提供された。 

- 適切。しかし彼らとコミュニケートする際、彼らの能力を示す上で言語
が問題となっている。 

- 専門家派遣についてさらなる配慮が必要だ。彼らは特定の研究課題に協
力し、PNGのC/Pと共にそれを達成した後は、これらの課題を継続する
ことができるPNGのC/Pが残される。 

2.日本人専門家からの報告 
・４名の長期専門家の中、３名は途中交代したが、長期専門家派遣はほぼ計
画通りであった。 
・プロジェクトの最初の２年間、短期専門家の派遣が遅れた。 
・研究小課題５「林木育種」に関し、短期専門家の派遣が遅れたため、活動
の開始が遅れた。 
・派遣期間はほぼ適切であった。 
・研究小課題４「材積表」について、プロジェクト開始当初、担当の長期専
門家が他の研究課題も担当していたため、この課題に集中できなかった。 
・同一の短期専門家のリピート派遣は、C/Pとの密接なつながりもでき、成
果につなげる効果的な方法であった。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

C/P研修受入記録 

 ANNEX６参照。 

1. 効率性

（続き） 

1-11 C/P研修

の時期・派遣期

間・カリキュラ

ムの適切さ（成

果に対する投

入の適切さ） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「C/P研修の時期、期間、そしてカリキュラムは適切であったか」という

質問に対するC/Pの回答： 

・時期について、14名のC/Pのうち、５名が「適切である」、１名が「普通」、

１名が「適切でない」と回答した。また、以下のコメントが得られた：  

- １月から２月という時期は日本の冬であるため不適切である。冬季は、

野外研修を必要とする研修の重要な部分に制限が出てくる。 

- 研修の「特定の課題」による。 

・期間について、14名のC/Pのうち、３名が「適切である」、４名が「普通」、

１名が「適切でない」と回答した。また、以下のコメントが得られた： 

- 研修期間は非常に短く、一律にわずか６週間である。期間延長を検討し

なければ、多くの人はそれを観光旅行とみなす。それぞれのコース・研

修は、別々に扱うべきだ。必要とされる技能を本当に移転するために努

力すべきだ。 

- 十分ではなかった。土壌、森林経営、植林についての数多くの研究所を

通り過ぎた。 

- 個人的には、日本での4週間の研修は短すぎると思う。特に林木育種につ

いての全ての知識・技能をつかむには、この期間は短すぎる。 

- 森林経営の広範な側面はこのような短期間ではカバーできないと考え、

「普通」と答えた。 

- 研究課題とその内容による。時折、短期間に多くの分野が含まれており、

参加者があまり追いつけない。 

- 土壌科学についての私が受けた研修の期間は十分ではなかった。 

- ある特定の一課題だけ学ぶだけでも、３ヶ月が十分な期間である。 

・カリキュラムについて、14名のC/Pのうち、２名が「適切である」、６名が

「普通」と回答した。また、以下のコメントが得られた： 

- 専門家の仕事を考えると、適切である。研修があまりにも広範である点

を除けば。  

- 少なくとも私は林木育種について研修期間中に良い知識と技能を得た。 

- 森林経営は広範なトピックであるため、時間的制約を考慮して研修は具

体的なものとし、このトピックのうち少なくとも１つか２つの側面を網

羅すべきである。 

- より正確かつ第三国にも適用可能なものであるべきだ。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・プロジェクト初年度に派遣したC/Pの研修の多くは、視察旅行で構成され

ていた。 

・短期専門家が所属する研究機関での研修がカリキュラムに組み入れられて

おり、効果的な技術研修が実施された。 

・C/Pへの技術研修が必要な研究プロジェクトでは、初年度にはより少ない

人数のC/Pを訓練し、その後より多くのC/Pを訓練するのが良いだろう。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

供与機材リスト 

  ANNEX７参照。 

1. 効率性

（続き） 

1-12 日本側供

与機材の供与

時期・量・質の

適切さ（成果に

対する投入の

適切さ） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「日本側から供与された機材の供与時期、量、そして質は適切であったと

思うか」という質問に対するC/Pの回答： 

・供与時期について、14名のC/Pのうち、８名が「適切である」、２名が「普

通」と回答した。また、以下のコメントが得られた：  

- デジタルカメラ、およびより優れた画像処理ができるソフトが必要であ

るが、供与されていない。 

- 時間通りに到着し、求められたものが運び込まれプロジェクトに利用さ

れた。 

- 現在そのほとんどが利用されていないことを除けば適切である。 

- 機材の供与時期は適切でない。まず、職員の専門的な訓練が必要だから

だ。 

- 英語マニュアルの提供を確実にしてほしい。 

- 適切でもあり不適切でもある。たとえば、操作電子顕微鏡は不適切だが、

野外調査用機材は適時に供与され、適切であった。 

・機材の量について、14名のC/Pのうち、８名が「適切である」、４名が「普

通」と回答した。また、以下のコメントが得られた：  

- きわめて適切である。なぜならばPNG政府は必要な機材を購入する資金

を持たないからだ。 

- デジタルカメラのみ供与された。 

- FRIの職員（研究者）は、機材を有効に利用する必要がある。 

・機材の質について、14名のC/Pのうち、12名が「適切である」と回答した。

また、以下のコメントが得られた：  

- 私は他のデジタルカメラを使用した経験がないため、私にとってこの機

材は適切と評価される。 

- 大変貴重である。 

- ほとんどは世界標準である。 

- 高度に改善された近代的な機材が供与された。 

- FRIのC/Pにあまり利用されていないが、高水準の優れた施設と機材であ

る。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・機材は、概ねタイミング良く供与された。 

・日本側が供与したコンピュータはC/Pが使用していたものと異なっていた。

時折、これらのコンピュータ間のデータ交換がスムーズに行かない場合が

あった。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

日本側が負担した運営費の記録 

 ANNEX８参照。 

1. 効率性

（続き） 

1-13 日本側が

負担した運営費

の負担時期・金

額・支出対象の

適切さ（成果に

対する投入の

適切さ） 

C/Pへのアンケート・インタビュー 

 「日本側が負担した運営費の負担時期・金額・支出対象は適切であったと

思うか」という質問に対するC/Pの回答： 

・負担時期について、14名のC/Pのうち、10名が「適切である」、２名が「普

通」と回答した。また、以下のコメントが得られた： 

- 普通以上。 

- 時間通り。 

- 人工林について更なる協力が求められる。 

- PNG側の会計処理が遅いために、野外調査の際に日本側が我々に前払い

しなければならず、追って払い戻しがされるということがあった。 

- 普通。更なる改善が必要と思う。 

- JICAの寄付と資金供与は多すぎる。 

・金額について、14名のC/Pのうち、９名が「適切である」、２名が「普通」

と回答した。また、以下のコメントが得られた：  

- 本プロジェクトにはJICAとFRIが共同して資金を出した。 

- 良い。しかし、一つの研究課題だけでなく、すべての研究課題に公平に

配分する必要がある。 

・支出対象について、14名のC/Pのうち、８名が「適切である」、３名が「普

通」と回答した。また、以下のコメントが得られた：  

- 「普通」としたが、この点については管理職がより適切に回答するだろ

う。 

- 良い。 

 



 

－ 68－

 

 

 

評価項目 調査項目 調査結果 

PNG側が提供した土地・建物の記録 

 ANNEX９参照。 

1. 効率性

（続き） 

1-14 PNG側が

提 供 し た 土

地・建物の提供

時期・量・質の

適切さ（成果に

対する投入の

適切さ） 

 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「PNG側が提供した土地・建物は適切であったと思うか」という質問に対

するC/Pの回答： 

・提供時期について、14名のC/Pのうち、８名が「適切である」、４名が「普

通」と回答した。 

・土地・建物の広さについて、14名のC/Pのうち、９名が「適切である」、４

名が「普通」と回答した。また、以下のコメントが得られた。： 

- 植物標本室を将来拡大する必要がある。現在は問題ないが、５－10年後

には問題が出てくる。立地については、国立植物園に近くて良い。 

- 設備の整ったちょうど良い広さの作業空間である。 

- 仕事をする上で全員にとって十分な広さである。 

・施設について、14名のC/Pのうち、10名が「適切である」、２名が「普通」、

１名が適切でないと回答した。また、以下のコメントが得られた。： 

- 良い立地と適切な設備。  

- 昆虫標本の保存のために適切なキャビネットが必要である。 

- いくつかの機械を操作するために、訓練を受けた職員が必要である。 

- 通常、施設の提供が問題となっている。 

- 大変良い施設である。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・長期専門家が赴任してから試験林選定作業を始めたため、研究活動に開始

するのが遅れた。その他の土地・建物についてはタイミング良く提供され

た。 

・研究小課題１のための展示林について、日本側とPNG側の理解に違いがあ

り、展示林整備の進行が遅れた。  
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評価項目 調査項目 調査結果 

PNG側が負担した運営費の記録 

 ANNEX９参照。 

1. 効率性

（続き） 

1-15 PNG側が

負担した運営費

の負担時期・金

額・支出対象の

適切さ（成果に

対する投入の

適切さ） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「PNG側が負担した運営費の負担時期・金額・支出対象は適切であったと

思うか」という質問に対するC/Pの回答： 

・負担時期について、14名のC/Pのうち、４名が「適切である」、７名が「普

通」と回答した。また、以下のコメントが得られた： 

- 支払いの遅れのために、野外調査が遅れることがあった。 

- 現在のPNGの経済状況によって改善され得るが、そうはならないだろう。 

・金額について、14名のC/Pのうち、５名が「適切である」、４名が「普通」、

２名が「適切でない」と回答した。また、以下のコメントが得られた：  

- FRIの予算は、よくないことだが、毎年減少しているように思われる。増

加するべきである。 

- 現金の流れについての問題。 

- PNG政府の問題による、予算的支援の問題。 

- PNG側からより多くの投入がなされるべきであるが、現在はタイミング

が良くない。 

・支出対象について、14名のC/Pのうち、６名が「適切である」、５名が「普

通」と回答した。また、以下のコメントが得られた： 

- 時折、支払いに遅れがあったり、権限を持つ者が必要書類に速やかに署

名しなかったため、遅れが生じた。 

- 適切でない場合もあった。たとえば、資金的問題。 

- 改善しうる。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・概ねタイミング良く投入された。しかし、研究小課題６「林木育種」につ

いて、運営費の支払いの遅れのため、活動に遅れが出ることがあった。 

・プロジェクト運営費のおよそ50-60％は、PNG側から出されている。 

・金額と支出対象は適切であった。 

・PNG側はFRIそのものの運営費およびプロジェクト活動のための運営費を負

担した。 

・PNG側が負担した運営費は、国家予算から支出された。 

 



 

－ 70－

 

 

 

評価項目 調査項目 調査結果 

C/P配置記録 

 ANNEX９およびANNEX10参照。 

1. 効率性

（続き） 

1-16 C/Pの配

置時期・人数・

能力の適切さ

(成果に対する

投入の適切さ） 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.「C/Pの配置は適切であったと思うか」という質問に対するC/Pの回答： 

・配置時期について、14名のC/Pのうち、８名が「適切である」、３名が「普

通」と回答した。 

・人数について、14名のC/Pのうち、８名が「適切である」、３名が「普通」

と回答した。また、以下のコメントが得られた。 

- 人工造林の多くの分野について協力が必要である。 

- 林木育種、趣旨技術、苗畑の専門家が必要である。 

・C/Pの能力について、14名のC/Pのうち、７名が「適切である」、５名が「普

通」と回答した。また、以下のコメントが得られた。： 

- オンザジョブトレーニングによる技能移転がなされた。 

- 特定の研究分野においては、改善が必要である。 

 

1.日本人専門家からの報告 

・配置時期は概ね適切であった。しかし、プロジェクトの最終年度には、FRI

の組織改編により、いくつかの部門についてのC/Pの配置時期が不適切で

あった。 

・当初C/Pの人数は不足していた。しかし、人事異動や後任配置などの適切

な措置がとられた。 

・４名のC/Pが長期の海外研修（本プロジェクトの研修に参加した３名を含

む）に派遣された。このことにより、研究活動がスムーズにすすまず、一

部の部門の業務にわずかな支障をきたした。 

・研究小課題４「材積表」を担当するC/Pが、臨時プログラムリーダーを兼

務したため、担当分野に専念できなかった。 

・研究小課題５「林木育種」の前任のプログラムリーダーの職務遂行に問題

があり、活動が円滑に進まない場合があった。同プログラムリーダーはそ

の後辞職した。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

FRI副所長および日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対して、「ある程度育成された」と回答した。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・ほぼ必要数の有能な研究員が育った。 

2-1 持続的に有

効な研究を実施

するに必要な一

定数の研究者は

育成されたか

(プロジェクト

目標の達成度） 

調査団による一般的観察 

・概ね育成された。研究者のほとんどは必要な能力を得た。 

調査団による、施設・機材・試験林の整備・維持管理状況の一般的観察 

・研究施設・機材は十分である。 

・試験林、展示林は十分であるが、維持管理について長期にわたる保証

が求められる。 

2-2 持続的に有

効な研究を実施

するに必要な研

究環境は整備さ

れたか（プロジ

ェクト目標の達

成度） 

FRI副所長および日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対して、「整備された」と回答した。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・施設、機材の面では十分に整備された。 

・FRIの研究管理能力は、ある程度の進展があったが、十分ではない。  

2-3 上記が達成

されていない場

合、その原因は

何であり、いつ

達成できる見込

みがあるか（プ

ロジェクト目標

未達成の原因） 

FRI副所長および日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問対し、以下のように回答した。 

・一部の研究分野については達成されているが、他の分野については職

員の異動により達成されていない。森林公社は、職員を維持するため

にその組織構造を安定させる必要がある。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・運営管理能力については、過去２回の組織改革により管理手法や管理

に係る情報が蓄積されにくかった。 

・FRIが十分な研究管理能力を得るまでには数年かかる。 

2.目標達成

度 

2-4 プロジェク

トによる人材育

成はFRIの自立

的な研究基盤づ

くりにどれだけ

貢献したか（プ

ロジェクト目標

に対する成果の

貢献） 

FRI副所長および日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

第３章 FRI副所長は左記質問に対して、「とても貢献した」と回答した。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・プロジェクトによる研究者の技能の向上はFRIの自立的な研究基盤づくり

に大きく貢献した。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

FRI副所長へのアンケート・インタビュー 

・FRI副所長は左記質問に対して、「とても貢献した」と回答した。 

 

2-5 プロジェク

トによる研究成

果のまとめと研

究手法確立は

FRIの自立的な

研究基盤づくり

にどれだけ貢献

したか(プロジ

ェクト目標に対

する成果の貢献) 

調査団による一般的観察 

・プロジェクトで得られた研究成果と研究手法はFRIの研究基盤づくりに

貢献した. 

 

2.目標達成

度（続き） 

2-6 プロジェク

トによる試験林

や研究機材の整

備はFRIの自立

的な研究基盤づ

くりにどれだけ

貢献したか（プ

ロジェクト目標

に対する成果の

貢献） 

FRI副所長へのアンケート・インタビュー 

・FRI副所長は左記質問に対して、「とても貢献した」と回答した。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

調査団による一般的観察 

・研究成果はPNGの伐採規定に取り入れられる。 

・研究成果は、自然林および人工林の管理指針に貢献する。 

3. インパク

ト 

3-1 プロジェク

トの結果として

実用的な管理指

針は策定されつ

つあるか（上位

目標に対するプ

ロジェクトの貢

献の傾向） 

FRI副所長および日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対して、「策定されつつある」と回答した。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・現在プロジェクトから上位目標に対する明らかな貢献はない。 

・プロジェクトの結果として、天然林および二次林の生態学的条件が解

明され、人工林造成において早生樹種の効果が明らかになり、収穫予

想が技術的に可能になり、そして有望な造林用樹種が一部判明した。

これらの成果は管理指針策定に直接に貢献することとなる。 

・現プロジェクト課題が今後継続して実施されるならば、さらに多くの

研究成果が森林管理指針に寄与できるものと推測される。 

・将来的に、研究小課題１「展示林」は、PNGの森林行政において最重要

課題の一つである天然林伐採後の二次林における育林施業手法の確立

に寄与する。 

・将来的に、研究小課題２「土壌」は、森林帯や土地利用形態ごとの土

壌の特性を明らかにする。その結果、地域に適応した森林管理計画や

植林計画がたてられるようになる。 

・また研究小課題２「土壌」は、伐採が森林生態系へ及ぼす影響を軽減

することにも寄与する。それは、PNGの森林に合った伐採指針策定につ

ながる。 

・将来的に、研究小課題３「造林用樹種選択」により、産業造林に適し

た新たな郷土樹種が選択される。それは、経済的かつ生態学的な便益

をもたらす人工林の設立に寄与する。 

・将来的に、研究小課題４「材積表」は、正確な人工造林計画の立案に

寄与する。 

・将来的に、研究小課題５「林木育種」は、森林の生長量と収穫量の増

大に寄与する 

・将来的に、研究小課題６「樹種データベース」は、植物学的特徴や木

材解剖学的特徴による同定につながる。それは、丸太や木材の取引に

貢献する。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

FRI副所長およびその他のC/Pへのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対し、以下のように回答した。 

・育林研究についての初期の研究成果を現在普及活動に取り入れること

が計画されつつある。 

 

2.その他のC/Pは以下のように回答した。 

・正のインパクト。伐採跡地や劣化森林の森林再生についての研究は、

森林の経済的かつ生態学的な潜在力を修復する。 

・正のインパクト。現在、人々（土地所有者達）は、彼らの森林をうま

く管理すれば、経済的な便益も得られることを知っている。 

・正のインパクト。資源所有者達は、伐採が彼らの環境などに与える影

響をはかる唯一の方法である林業研究の重要性を知るようになった。

その結果、協力は教育的なものとなり、林業研究について肯定的な情

報となった。 

3-2 プロジェク

トの結果とし

て、パプアニュ

ーギニアの広範

な地域で啓蒙普

及活動が実施さ

れつつあるか

(スーパーゴー

ルに対するプロ

ジェクトの貢献

の傾向） 

調査団による一般的観察 

・本プロジェクトにあった分野についてのFRIの研究活動に対し、PNG政

府が適切な政策的指針を持って支援を継続すれば、このスーパーゴー

ルは将来達成される。 

3. インパク

ト（続き） 

3-3 プロジェク

トの結果として、

普及員がパプア

ニューギニア各

地で活動しつつ

あるか（スーパ

ーゴールに対す

るプロジェクト

の貢献の傾向） 

 

FRI副所長へのアンケート・インタビュー 

FRI副所長は左記質問に対し、以下のように回答した。 

・ある程度。新たな森林管理課内の普及員に対し、育林について得られ

た技術を移転するための計画が作られつつある。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

C/Pに対するアンケート・インタビュー 

左記質問に対し、C/Pは以下のように回答した。 

（環境） 

- 正のインパクト：本プロジェクトの野外調査拠点において収集された

気象データを国立気象課が利用する計画が作られた。 

- 正のインパクト：Finschhafenでの小型気象観測機器の設置は、国立気

象課に歓迎された。彼らは同地域のデータを持っていないからであ

る。 

 

（経済） 

- 正のインパクト：JICAはより多くのものをPNG国内で購入している。 

- 正のインパクト：実生採種園の建設。 

- インパクトなし：経済的なインパクトは将来現れる。本プロジェクト

は主導的な役割にあり、本質的に経済的なインパクトを持つ。 

 

（組織・制度） 

- 正のインパクト：FRIが設立した施設や森林を大学など他の研究機関 

が利用してきた。 

- 正のインパクト：より多くの地域組織と協力した。 

- 正のインパクト：情報基盤を確立した。  

- 正のインパクト：国立気象課は、気象情報の交換の可能性について検

討している。 

- 正のインパクト：組織間（FRIとJICA）の協力は、組織がともに緊密

に作業することにより成果を得る共同森林研究の重要さを示した。 

 

（その他） 

- 最近のJICA-FRIセミナーにおいて、太平洋諸国の参加者（ソロモン諸

島とフィジー）が、FRIの優れた施設を利用することについてFRIと共

同研究することに関心を表明した。 

3.インパク

ト（続き） 

3-4 環境、経済、

組織・制度ほか

の課題に対し、

本プロジェクト

から何らかの予

期しないインパ

クトはあったか

(予期しないイン

パクトの存在) 

調査団による一般的観察 

・本プロジェクトのC/Pの一部はその他の関連学術研究機関に移り、PNG

の持続的森林管理に貢献する研究を行っている。 
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評価項目 調査項目 データ収集方法 

森林にかかるパプアニューギニアの最新の政策 

・プロジェクトの諸目標は、パプアニューギニア憲法の第四番目の原則

に合致している。. 

・1991年の「国家森林政策」、および1993年の「国家林業開発ガイドライ

ン」には、森林研究の重要性と、FRIの役割が述べられている。 

4-1 設定された

諸目標（成果、

上位目標、プロ

ジェクト目標、

スーパーゴー

ル）は現在でも

パプアニューギ

ニア政府の開発

政策に合致して

いるか（開発政

策に対する妥当

性） 

FRI副所長、森林公社臨時総支配人、および日本人専門家へのアンケー

ト・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対し、「大変合致している」と回答した。 

 

2.森林公社臨時総支配人は以下のように回答した。 

・持続的森林管理についてFRIは重要な役割をもっている。 

 

3.日本人専門家からの報告 

・開発政策は過去に何回か改訂された。天然林からの木材生産は急速に

増加したことにてらして、上位目標は国の産業開発政策および国土の

環境保全政策に合致している。 

 

4-2 プロジェク

トの諸目標は現

在でもFRIのニ

ーズに合致して

いるか（ターゲ

ットグループの

ニーズに対する

妥当性） 

FRI副所長、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対し、「大変合致している」と回答した。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・より多くの熱帯林の研究経験を有する東南アジア諸国と比較して、本

プロジェクトに見られる研究技術は独自性に欠けている。天然林が多

く、人工造林可能地も豊富にあるPNGでは、本プロジェクトは人工造林

と土地利用区分により強い関心を向けるべきであった。 

・研究小課題１「展示林」に関し、当初FRIは研究成果より展示林の普及

機能を重視した。このため、収集データに不備が見られたが、専門家

の助言によって状況は改善された。 

日本政府の対パプアニューギニア援助方針 

・JICAの国別援助実施計画によれば、環境資源の保全と持続的な利用・

開発は援助の最重点分野の一つとなっている。 

4. 妥当性 

4-3 プロジェク

トの諸目標は現

在でも日本国政

府の援助政策に

合致しているか

(援助側の政策

に対する妥当性） 

JICA在外事務所へのインタビュー 

ANNEX４「第３回（最終回）モニタリング調書」に在外事務所コメント

として以下の記述がある。 

・PNGの経済・社会・文化および地球的規模の環境便益、いずれの視点か

らも、当該国における森林セクターへの協力は長期的にJICAの最重点

分野の一つであると思料する。 
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評価項目 調査項目 データ収集方法 

森林公社組織図 

 ANNEX11参照。 

FRI副所長、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対し、以下のように回答した。 

・ある程度。政策的な支援はあるが、たとえば研究資金はそのような政

策に一致しておらず実践されていない。 

 

2.日本人専門家チームからの報告 

・中央政府の99年度予算案に伴い、森林公社の組織は再編された。その

結果、FRIの組織的な位置づけは変更され、本研究所は現在FRIではな

く森林公社森林管理課となっている。 

・FRIの従来の研究プログラムは森林公社森林管理課にそのまま組み込ま

れた。C/Pも大筋では変更しないという言質を森林公社から得ている。

当プロジェクトの組織体制は維持されている。 

5-1 プロジェク

ト事業を政府が

政策的に支援し

ているか（制度

的自立発展性） 

調査団による一般的観察 

・森林公社の臨時総支配人は、FRIは森林公社の総支配人あるいは業務取

締役の直轄にすることを提言している。 

C/P配置記録 

 ANNEX９およびANNEX10参照。 

5. 持続性 

5-2 プロジェク

ト事業継続に十

分な人数の職員

が確保されてい

るか（制度的自

立発展性） 

FRI副所長、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対し、以下のように回答した。 

・ある程度。中核的な職員はいるが、彼らを支援するためにより多くが

必要である。 

 

2.日本人専門家からの報告。 

・新組織でも、これまでとほぼ同じ数の職位が確保された。しかし、森

林公社自体の研究員と技術職の職位は減少してきている。 

・先述の組織改革により、一部のC/Pが異動・離職し、プロジェクト活動

に影響が出た。しかし、PNG側の努力によりFRIは活動をすべて継続す

ることができた。 

・新たに大きな組織改編がなければ、C/PはFRIに残る。 
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評価項目 調査項目 データ収集方法 

5. 持 続 性

（続き） 

5-3 関連政府機

関、国際援助機

関との連携はあ

るか（制度的自

立発展性） 

FRI副所長、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対し、以下のように回答した。 

・ある程度。実施中の特定の研究活動を考慮すると、FRIと他組織との関

係は重要である。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・日本政府からの無償資金協力を得て、1989年３月にFRIの施設、機械が

建設された。総工費は17億5900万円（施設15億5500万円、機材２億400

万円）である。 

・プロジェクト発足以来、国際機関からPNGに対する以下の林業協力事業

がある。ただし、これらとの調整について取り決めがなかったため、

本プロジェクトとは殆ど関連がない。これら他国際機関の事業は以下

の通りである。 

  ITTO 

ITTO:    

AusAID:  

CIFOR:  

 

CSIRO:   

FRIM:    

QLFRI:   

OISCA:  

天然林における生長モデル（1992年から) 

バルサ林育成プロジェクト（1996年から） 

人材育成計画（直接ＦＲＩ研究業務との関連がない） 

持続的森林経営、造林、森林生物、生態等研究協力（1997

年11月４日MOU締結） 

林業、林産研究協力（1998年12月７日MOU締結） 

林業、木材技術研究協力（1999年２月22日MOU締結） 

Casuarina育種および遺伝子保存計画計画（協議中） 

アガチス試植林造成（1997年11月から） 

  MacArthur FOUNDATION: 植物多様性研究および研究計画（1995年 

   から） 

3.ANNEX４「第３回（最終回）モニタリング調書」に以下の記述がある。 

・FRIに対し、第三国および国際機関からの共同研究の申し入れが４件あ

り、一部はMOUが結ばれている。これがプロジェクト終了後、６課題

の続行に影響を及ぼすとも思われる。 

  

調査団による一般的観察 

・国際機関が資金を供与している上記のほとんどのプロジェクトは自前

の職員を雇っている。FRIの上級職員がそれらの職員を監督している。

上記プロジェクトの一部は基本的に特定の研究課題についての無償資

金協力である。  

・Finschhafenの実験で得られたデータはITTOの天然林における生長モデ

ルプロジェクトに利用されている。 
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評価項目 調査項目 データ収集方法 

FRI組織図 

 ANNEX12参照。 

FRI副所長、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対し、「持っている」と回答した。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・運営管理能力を改善するために、さらなる努力が必要がある。 

プロジェクト終了後もFRIが自立的に研究活動を継続するために、研

究、機材、施設についての確固たる管理システムが不可欠である。 

 

3.添付資料(5)「第３回（最終回）モニタリング調書」に以下の記述がある。 

・研究所の組織機構について、終了後５カ年間固定するという保証がない｡ 

・研究管理については、いまだ確立した規定もなく未成熟であるため、

所長など幹部職員の交代により研究所運営の方針が大きく変化する可

能性がある。 

5-4 FRIはプロジ

ェクト事業継続

に必要な運営管

理能力を持って

いるか（制度的

自立発展性） 

調査団による一般的観察 

・管理能力を強化し維持する必要がある。しかし、所長、副所長そして

上級研究者の配属状況の不安定さは、深刻な問題である。 

日本側が負担した運営費の記録 

 ANNEX８参照。 

PNG側が負担した運営費の記録 

 ANNEX９参照。 

5. 持 続 性

（続き） 

5-5 FRIはプロジ

ェクト事業継続

に必要な経費を

確保しているか

(財政的自立発展

性） 
FRI副所長、森林公社臨時総支配人、日本人専門家へのアンケート・イン

タビュー 

1.FRI副所長は左記質問に対し、以下のように回答した。 

・ある程度。森林公社からFRIへの資金配分は不安定であり、FRIがどう

にか出きる問題ではない。 

 

2.森林公社臨時総支配人は以下のように回答した。 

・森林公社は森林研究を支援する。しかし、年次ごとの配分は公社全体

の予算調整による。 

 

3.日本人専門家からの報告 

・1997年以降は、PNGの現地通貨（キナ）の為替レートは低下してきてい

る。また1999年にFRIへの予算は減少した。このため、FRIはきびしい

財政状況にある。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

C/P配置記録 

 ANNEX９およびANNEX10参照。 

C/P研修記録 

  ANNEX６参照。 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.左記質問に対するC/Pの回答 

・15名の回答者のうち、12名が「活用される」、２名が「ある程度」と回

答した。 

・以下のコメントが得られた。 

- 技能は利用される。FRIの研究者は森林公社で一般的な、「構造見直し」

の影響を受けないからである。 

- コンピュータ利用の検索表のように、我々は植物の特定の科やグルー

プについての検索表を作ることができる。 

- 活用される。もし、各研究課題の焦点が矛盾、逸脱していなければ。 

- 唯一の問題は彼らが退職することだ。そうなると新たな人材を訓練し

なければならない。 

- 研究技能はオンザジョブで移転され、職位に妥当である。 

- 全員がFRIで活用されることはないが、彼らが得た技能はどこかで活

用される。 

- 一部は未だ活用されていない。 

 

2.日本人専門家チームから以下の報告があった。 

・C/Pは徐々に得られた技術を利用してきている。 

5. 持 続 性

（続き） 

5-6 技術移転を

うけた人材が有

効に活用される

か（技術的自立

発展性） 

調査団による一般的観察 

・C/Pおよび長期専門家は、学術的な協力関係を維持していくべきである。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

供与機材リスト 

 ANNEX７参照。 

PNG側が提供した土地・建物の記録 

ANNEX９参照。 

C/P、日本人専門家へのアンケート・インタビュー 

1.左記質問に対するC/Pの回答 

・15名の回答者のうち、８名が「活用される」、５名が「ある程度」と回

答した。 

・以下のコメントが得られた。 

- すべての現職員は、すべての機械を利用できるよう訓練を受けてい

る。しかし、特定の機械の交換部品はこの国での入手が困難であろう。 

- それは、本プロジェクトで誰が担当するか、またどのように彼らが機

械の操作と施設の維持を行うかによる。 

- 活用される。もしプロジェクトの諸目標が有効であるならば。 

- 職員はそれらを利用するために訓練を受けてきた。 

- 上記の回答をしたのは、PNGのC/Pは施設や機材のすべてを操作する

ことはできないからである。一部の機材は、５－７年間使用していな

い。 

- これは森林公社の目標に大きく依存する。 

- 概念を一般化するのではなく、特にどの研究課題についてなのか、明

らかにする必要がある。放棄される研究課題では、機材は利用されな

いだろう。それらの機材や施設を利用する新たな課題を決定すべきか

もしれない。 

 

2.日本人専門家からの報告 

・施設・機材はよく保守管理されている。プロジェクト期間中は、施設・

機材についてFRIの管理能力について問題はなかった。 

・無償で供与された停電時のジェネレーターはよく管理され、むしろ設

置時より状況がよくなった。 

・プロジェクト期間中に機材リストが改善されたので、もし上級職員の

配属に変更がなければ、PNG側はプロジェクト終了後も機材を保守管理

できるだろう。 

5. 持 続 性

（続き） 

5-7 投入された

施設、機材が有

効に活用される

か（技術的自立

発展性） 

調査団による一般的観察 

・FRIはプロジェクトで供与された機材を維持管理できる。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

5-8 研究小課題

１「展示林」に

ついて、今後の

自立的研究が期

待できる研究レ

ベルに達してい

るか（技術的自

立発展性） 

C/Pへのアンケート・インタビュー 

・同課題を担当する５名のうち、１名が「達している」、３名が「ある程

度」、１名が「達していない」と回答した。また、以下のコメントが得

られた。 

- 展示林は設立されたが、管理実施のために更なる協力が求められる。 

- 特定の課題について更なる訓練が必要である。長期の専門家研修や

C/P間のより多くの相互影響が必要である。 

- 本分野での研究技術は、十分開発されていない。 

- 実験の計画についてさらなる訓練が必要である。更に重要なことは、

結論を引き出すためのデータ分析についての訓練が必要である。デー

タ収集については問題がないように思われる。 

5-9 研究小課題

２「土壌」につ

いて、今後の自

立的研究が期待

できる研究レベ

ルに達している

か（技術的自立

発展性） 

C/Pへのアンケート・インタビュー 

・同課題を担当する３名のうち、１名が「達している」、２名が「ある程

度」と回答した。また、以下のコメントが得られた。 

- 調査区設置手法、維持管理、そしてデータ収集技術が移転された。特

定のデータの解読について協力が必要とされる。 

- 特定分野について、短期のカウンターパートの専門性がいまだ必要で

あるように思う。たとえば、樹冠の開き方、光合成など。 

- 本課題は、熱帯森林生態学でM.Sc.を有する研究者によって指導され

ており、本課題での研究を改善した。 

5-10 研究小課

題３「造林用樹

種選択」につい

て、今後の自立

的研究が期待で

きる研究レベル

に達しているか

（技術的自立発

展性） 

C/Pへのアンケート・インタビュー 

・同課題を担当する５名のうち、１名が「達している」、４名が「ある程

度」と回答した。また、以下のコメントが得られた。 

- 現在、この分野で訓練を受けている職員はわずか１名である。 

- PNGの研究者を訓練するための更なる支援が求められている。 

- ほとんどの職員は若すぎ、情報基盤を持っていない。更なる協力が求

められる。 

- JICA専門家が同課題に関わったのは、開始当初だけであり、依然とし

てJICA専門家の協力が求められている。 

5. 持 続 性

（続き） 

5-11 研究小課

題４「材積表」

について、今後

の自立的研究が

期待できる研究

レベルに達して

いるか（技術的

自立発展性） 

C/Pへのアンケート・インタビュー 

・同課題を担当する３名のうち、１名が「達している」、２名が「ある程

度」と回答した。また、以下のコメントが得られた。 

- 現在、この分野で訓練を受けている職員はわずか１名である。その他

のカウンターパートは訓練を受ける必要がある。 

- 我々は、材積表について他国に匹敵する技術を持っている。特に他の

国での、更なる訓練が必要である。 

- 材積表を担当する職員はすでに良い仕事をしており、それを継続する

ことが期待される。 
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評価項目 調査項目 調査結果 

5-12 研究小課

題５「林木育種」

について、今後

の自立的研究が

期待できる研究

レベルに達して

いるか（技術的

自立発展性） 

C/Pへのアンケート・インタビュー 

・同課題を担当する４名のうち、１名が「達している」、３名が「ある程

度」と回答した。また、以下のコメントが得られた。 

- 職員は未だ日本で研修を受けており、いずれ日本で学んだことを実務

に活用する。しかし、特に無性繁殖と受粉制御について更なる支援が

求められる。 

- JICAから更なる協力が求められる。職員はまだ訓練中である。 

- 本課題についてのほとんどの研究活動は、未だ初期段階にある。本課

題についての協力のためにJICA専門家が必要である。 

5. 持 続 性

（続き） 

5-13 研究小課

題６「樹種デー

タベース」につ

いて、今後の自

立的研究が期待

できる研究レベ

ルに達している

か（技術的自立

発展性） 

C/Pへのアンケート・インタビュー 

・同課題を担当する３名全員が「達している」と回答した。 

・以下のコメントが得られた。 

- 本プロジェクトで最も大きな成功が見られた部分である。 

- FRIは本研究課題のためのコンピュータ・ハードウェアとソフトウェ

アを提供した。野外調査への資金提供も継続している。これが、重要

な研究課題だからである。 

- 木材特徴（解剖学に基づく）については問題はない。しかし、植物学

的特徴について、更なる入力の必要がある。このような課題には植物

学者に入ってもらうことが必要である。しかし、JICAは過去10年間、

植物学者達と関連を本格的に持ってこなかった。 
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表９ ５項目の結論 

評価 5項目 評価結果 主要な根拠 

効率性 高い 

・ 諸成果はほとんど達成された。 

・ 投入は概ね適切であり、諸成果の達成につながった。 

・ プロジェクト開始当初の２年間、短期専門家の派遣が遅れ、彼

らのC/Pに対する技術移転もまた遅れた。一部のC/Pは、自ら

がプロジェクト終了後研究活動を発展させるに十分な訓練を受

けていないと認識しているが、その原因の一つは、この遅れで

ある。 

目標達成度 
ほとんど達成され

た 

・ FRIにはほぼ必要な人数の有能な研究者がいる。 

・ 施設と機材は、十分に提供され、活用のために維持管理されて

いる。 

・ プロジェクト期間中、各研究小課題のプログラムリーダーは、

それぞれの小課題の研究者を指導してきた。彼らはJICAが供与

した施設と機材を活用し、研究成果を発表する能力を身につけた。 

インパクト 
正のインパクトが

認められる。 

・ 上位目標に対する正のインパクトが予想される。プロジェクト

の結果として、天然林および二次林の生態学的条件が解明され、

人工林造成において早生樹種の効果が明らかになった。また、

収穫予想が技術的に可能になった。上記の課題についての更な

る科学研究は、森林資源の持続可能な管理のための指針策定に

直接に貢献することとなる。 

・ 本プロジェクトのC/Pの一部はその他の関連学術研究機関に移

り、PNGの持続的森林管理に貢献する研究を行っている。 

妥当性 高い 

・ プロジェクトの諸目標は、パプアニューギニア憲法の第四番目

の原則に合致している。 

・ JICAの国別援助実施計画によれば、環境資源の保全と持続的な

利用・開発は援助の最重点分野の一つとなっている。 

持続性 低い 

・ 中央政府の99年度予算案に伴い、森林公社の組織は再編された。

その結果、1999年４月、FRIの組織的な位置づけは変更され、本

研究所は現在FRIではなく森林公社森林管理課となった。FRIが

その研究プログラムを全うするためには、組織的に安定してい

なければならない。 

・ それぞれの研究課題における個別の研究活動は継続すると予想

される。なぜならば、プログラム・リーダーは全員、本プロジ

ェクトで供与、移転された施設、機材、技術を活用する能力を

持っている。しかし、ほとんどの研究者は研究を開発する技術

を得ておらず、またFRIは本格的規模の研究プロジェクトを実施

する十分な能力を持っていない。 
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